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岩 手 大 ■学  

○ 大学の概要  

（2）ノ大学の基本的な目標等  

（前文）大学の基本的な目標  

1．教育目標  

岩手大学は，教養教育と専門教育の調和を基本として，次のような資質を兼  
ね備えた人材の育成を目指す。   
（1）幅広く深い教養と総合的な判断力を合わせ持つ豊かな人間性   

（2）基礎的な学問的素養に裏打ちされた専門的能力   

（3）環境問題をはじめとする複合的な人類的諸課題に対する基礎的な理解力   

（4）地域に対する理解とグローバル化に見合う国際理解力   

（5）柔軟な課題探求能力と高い倫理性  

2．研究目標  

岩手大学は，基礎研究と応用研究の調和を基本として，これまで築いてきた  
学問的な伝統に基づく次のような取組により，学術文化の創造を目指す。   

（1）人類的諸課題を視野に入れた，人文・社会・自然の各分野にわたる基礎研究  
の推進   

（2）国際水準を目指す先端的な専門研究の展開   

（3）独創的で高度な学際的研究の展開   

（4）地域社会との連携による新たな研究分野の創出  

3．社会貢献目標  

岩手大学は，教育研究の成果の社会的な還元を基本として，次のような取組  
を通じて地域社会と国際社会の文化の向上と発展のための貢献を目指す。   

（1）地域社会における高等教育の享受のための機会の拡大と生涯学習に資する場  
や学術情報の提供   

（2）地域社会のニーズに応える地域振興への参画   

（3）地域社会と国際社会の文化的交流のための取組   

（3） 大学の機構図  

別  添   

（1） 現況  

① 大学名  
国立大学法人岩手大学  

② 所在地  
岩手県盛岡市  

③ 役員の状況  
学長名  平 山 健 一（平成16年4月1日～平成20年6月4日）  

理事数 4名  監事数  2名  

④ 学部等の構成  
人文社会科学部  
教育学部  
工学部  
農学部  

人文社会科学研究科（修士課程）  
教育学研究科（修士課程）  

工学研究科（博士前期・後期課程）  

農学研究科（修士課程）  

連合農学研究科（博士課程）  

⑤ 学生数及び教職員数  
学生数  
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大学院   
人文社会科学研究科（修士課程）  
教育学研究科（修士課程）   

工学研究科（博士前期課程）   

工学研究科（博士後期課程）   

農学研究科（修士課程）   

連合農学研究科（博士課程）  

特殊教育特別専攻科  
農業別科  
（附属校園 1，．435名）  
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教員数  
職員数  

503名  
286名  



岩 手 大 学  

平   
役 員   成  

査  コ言  監  
室  

七  
学  長  祁  年  
長  

二百  
副  
学  

手  
大  

長 一  監 

会 吉振  
事 
室 

学 組  
織  
図  

教  
育  
研  
し  評 

謎       閲 コ言  経  
営  
脇  

芹逢 ．∠ゝ  
7：て  

理理 事事了 財地              理 羊 子咋  窯                             務域務術 述担担 労政当当 務担Tll∵ 引l引■副副  学学  

l  轡    工工     特教教     人人  技  R  保  国  地  倍    大            事 務 局  

附附附附附 属属七属属ス偶 砥生ン寒動教寒   附附附 属属ン属 鋳金夕金    附附附附附附 属属属属属属 幼養［回、自教  総 務 企 画 部  







項目別の状況  
岩 手 大 学  

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
1 教育に関  
（1）教育の  関する目標  

学士課程と大学院課程の教育機能を高めるたゆ、教員組織の再編を行い、両課程における以下の目標達成を目指す。  
①学士課程においては、教育目標を実現すべく転換教育、教養教育、基礎教育及び専門教育にカテゴライズして、本学のいずれの学部学生にも必要な教養的基盤と  礎力を備えさせる 

学。さらに、学士課程における学習到達度を達成させるための厳格な成績評価に基づいて、学部毎の目標に沿った人材養成を目指す。 
②大学院の修士課程（博士課程前期）においては、基礎学力を備えた広い視野を持ち、高度の専門性を要する職業等に寄与できる人材養成を中心に、専攻分野にお   

る研究の基礎力をも養う。  
士課程後期）においては、創造的で専門的な課題探求・解決能力に優れた研究者・高度専門技術者の養成を行う。  博士課程   

のレベルア  

中 期 計 画   年 度 計 画   計 画 の 進 捗 状 況 等  

の質の向上に関する目標  
Ⅰ大学の教育研究等 を達成するためにとるべき措置  
1教育に関する目標を達成するための措置  
幅広く深い教養と基礎学力を有し高い専門性  （16年度に実施済みのため、17年度は年度計画  平成16年度の取り組みに加え、本年又は、新たに「高等教育機関  

を備えた人材育成が本学の最大■の責務であるこ  なし）   としての岩手大学を考える」をテーマにFD研修会を実施し、新設科   
とを構成員に周知徹底する。  月「岩手大学論」及び「岩手大学ミュージアム学」の開講を通じて、  

更なるロ知底を図った  
（1）教育の成果に関する目標を達成するため  

の措置  
［学士課程］  

1）教養教育と基礎教育の成果に関する具体  
的目標の設定  
①全学共通教育（教養教育及び共通基礎教  ①（16年度に実施済みのため、17年又は年又計  平成16年度に引き続き、新入生に対しては、■新入生オリエンテー    育）の理念・目標を周知徹底する 

。 画なし）   ションにおいて「履修の手引き」により全学共通教育の理念と教育目  
標を説明した。教職員に向けては、大学教育センター年報、Web上  
で周知を図った。また、学生対象の授業アンケート（前期・後期），に、  
教書目標に関する設問を設け、周知状匪担調査を行い挽証したm  

②広範な学問諸分野の授業科目及び学際的   
・総合的な授業科目を開設するととも   合的な授業科目を開設するとともに、放送大  また、放送大学と共同で「岩手大学との間における単位互換モデル構   
に、放送大学を積極的に活用することに  学を積極的に活用することにより、多様な］受  築に向けた研究プロジェクト」－を実施し、－前後期7科目を開講した。   
より、多様な授業の選択肢を擾供する。  更に、平成17年度に採択された現代GPに関連した知的財産教育及  

③基礎ゼミ等の転換教育を全学的に実施す   
る。   度計画なし  決定した   

④「国際的コミュニケーション能力」充実  4 16年叉に実 済みのため、17年又は年叉計  
のためTOEFL等の外部評価テストを利  
用する。  ⑤高年次教養教育にも配慮しながら授業科   

目の履修年次を適切に配当する。  年度計画なしト   月及び時間書けの見直しを進めた。  
た学生に対  ⑥新学習指導要顔による教育を受けた学生       6（16年 に実 済みのため、17年又は年 計  情報科目の 情報基礎」において、T疋のレベルを超え  

に合う情報リテラシー教育の体制を検討  する単位の早期認定制度の平成18年度からの実施を決定した。  
し整備する。  

⑦教員養成系のカリキュラムにおいては、   

－5－   



干 ノ＼ こ〒   石  
全学的支援の下に専門性とリベラルアー   年度は年度計画なし）   討委員会を組織化し、共通教育改革との連携を図りつつ検討を進めて  
ツ分野わ強化を図る。  ⑧上記の計画を効率よく進め継続的に教養   いる   ⑧「（16年度に実施済みのため、17年度は  教養教円改革骨子案の審議を付い、本年度は新たに、外国語科目の  
教育の質を維持するための中心的役割を  年度計画なし）」   改革、転換教育の全学共通教育としての実施、新分科会の構築を決定   
大学教育センターが担う。  した。   

2）卒業後の進路等に関する具体的目標の設  
定  ‾‾‾  
（D学部の専門性を生かした多様なコースカ         ㊦1雨年度盲；ぢ実施テる盲F南方た敢iす年欝ぼ  

リキュラムを設定する。   年度計画なし）   

②就職及び進学等の進路指導についてこ 指  ②（16年変に実施済みのため、17年又は年又計  本年度は たに、大子数日センターの繹口化の中で就職 援郡門を  
導教員と協力する支援体制を整備する。  ー画なし）   増設することを決定した。また、大学教育センターと就職支援課が協  

力して、イ就職活動ステップアップ講座」など「キャリア科目」の試  
行を行った∩   

3）教育の成果・効果の検証に関する具体的  
方策  日センターにおける組’勺ボ．改ロと教室外学習 、シス  
①ユニバーサル化に対応して学力を保証す  ⑦（19年度から実施する計画のため、17・年 は  学教  

るため、全ての授業科目について、成績  年度計画なし）   テムの■構築」プロジェクトの一貫として、「全学統」拡張Web■シラバ   
評価基準（レベル）を明示するとともに、  ス」．システム（授業の進行に応じた学生の到達度を把握できるシステ   
厳正な成績評価に基づくレベル制（4年  ム）を導入し、平成18年度試行に備えた。   
一貫教育の下での学習到達度）を実施し、  「資料編 資料20、参照」   
授業の進行に応じた学生の学習到達度を  
把握できるシステムを導入する。  

■②教育の改善を図るため二「学生による授  ②（19年度から実施する計画のため、17年護は  全千共通数日において、予期末に 子生による授業評価」を実施し  
業評価」を定期的に実施するとともに、  年度計画なし）   た。また、昨年度後期に行った学生による「授業アンケート」の集計   
企業及び卒業生からも意見を聞く。  結果を各教員にフィードバックするとともに、前期に実施した全学共  

涌教育の学生による「授業アンケートlの集計・分析を行った 

［大学院課程］  

1）修了後の進蕗等に関する具体的自標の設  
定  
①新産業・べシチャービジネスの創出を含         ①（16年度に実施済みのため、17年又は年度計  本年度は たに、工子研究科の博士刑期課程1年次子生を対象とし  

む就職及び進路指導について、指導教員  画なし）   て、「ベンチャー企業論」及びイ企業マネジメント論」を開講した。   
と協力する支援体制を整臆する。  また、地域連携推進センターにおいて、工・農学部の学生、教員、  

②博士課程への進学率向上（定員増）を図      ⑳‾てf岳‾年定から実蒐テる首F両方ため二‾一戸‾牢富ぼ  筆戦奉幣旨貯蓄違暮襲撃話芸志萎論纂讐鮎誌紆ズテ法学  る。  ’年度計画なし）  専攻）を設置することとし入学定員の増加を図った。  
「督料編督料28、参照l   

2）教育の成果・効果の検証に関する具体的  
方策  
教育の改善を図るため、「学生による授業         （19年度から実施する計画のため、17年度は年  

評価」を定期的に実施するとともに、企業及  
び修了生からも意見を聞く。 
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岩 手 大 学  
③社会人及び留学生を幅広く受け入れるた  ③社会人及び留学生を幅広く受け入れる■ために  平成1、8年度入試でi工学部が私費外国人留学生の選抜方法の見直  

めに入学者選抜方跨を多様化する。   入学者選抜方法を多様化する。   しを行い、従来、課していた面接を廃止することにより、渡目前入学  
許可による入学を可能とした。  

また、他の学部においても渡日前入学許可制度に 
た・ 

④個別学力検査試験問題■についての外部評  ④（16年度に実施済みのため、17年変は年度計  平成16年度に引き続き、個別学力検査の試験問題について両校教  
価を実施する。   画なし）   員から意見を求め外部評価を実施した。   

⑤弘前大学、秋田大学及び岩手大学（以下  ⑤（16年度に実施済みのため、17年又は年鼠計  平成16年更に引き続き、北東北国立3大学が協力して札幌市で入  
「北東北国立3大学」という。）．が協力  試説明会を開催した。   

して首都圏等で入試説明会を開催する。   
⑥転学科・転課程を可能とし、転学部制度  ⑥転学科・転課程を可陀とし、転子。制度を検  実施・みの拓予科・転課程制度に口えて、 学部についても制又化  

を検討する。   討する。   した。転学部に関する規則に基づき、各学部においても取り扱い要項  
を制定した∩   

2）教育理念等に応じた教育課程を編成する  
ための具体的方策  
①教育目標に見合った教育課程と授業科目  ㊦（19年琵から実施する計画のため、17年又は  数日課程と授業科目の内容的な一貫性を実現する体制を整備するた  

の内容的な一貫性の実現に努める。   年度計画なし）   め、全教員が参加する新分科会の構築を決定した。また、授業アンケ ート実施に際し、新たに教養教育の目標が学生に伝わっているかを確  
認する項目を設けた。   

②転換教育、－教養教育∴基礎教育及び専門  ②（18年更から実施する計画のため、17年又は  ‾‾平蔵iす‾年度まサ杢学共通簡育み二：ろ甘しモ富礎ゼ‾ミ‾等め転換訝育  
教育の特質を踏まえて教育課程を有機的  年度計画なし）   を実施することを決定し、転換教育の学習内容、・実施形式等について   
に編成する。  討を詞始した  

③セメスター制を導入する。  ③（18年 から実施する計画のため、17年匿は  全学共通数日科目の実施に加えて、各学部の 門教日科目において  

④基礎的な専門教育のカリキュラムを体系               書目許なし  も妻浸入を換討した且   ④18年叉から実施する計画のため、17年 は  
化することにより・大学院教育との連携も  
図る∩   

法等に関する具体的  
方策  
（DFD．システムを充実させ教育方法の継続  ①（16年更に実施済みのため、17年度は牛久計  平成16年度に引き続き、学生からの評価の向い授業については表  

的改善を図る。   画なし）   彰を行い、5月に該当授業の授業公開を実施した。また、各学部から50  

ほどの参加をノ日てFD∠ゝ享き研修を■ した  ②履修目的・月標に見合ったシラバスを作  ②履修目的・目標に見合ったシラバスを作 す  T全学統一拡張Webシラバス」システムに 授業の目的」及び「到    成する 

。  る。   達目標」を含めたシラバス（授業計画）を整備した。          託’、 

（診教室外の学習をも重視した学習指導を実              「扁老、′ミ20参照   ③教室外の学習をも重視した学習指導を実施す  全学共通教日に関する授業アンケートに教室外学習に関する項目を  
施する。   る。   設け、■実施状況について調査・分析した。  

なお、教室外学習の指導を行いやすくするために、「全学統一拡張  
Webシラバス」システムに教室外学習支援機能を実装した。  

′ 
「詔、′購乱」賢ミ20参照   

④オムニバス方式の学際的な授業科目にお  ④オムニバス 式の学際的な授業科目における  「総合科目」及び 環境科目」の分科会の授業科目代表者を粁象にヾ  
ける講義間の密接な連携を図る。   講義間の密接な連携を図る。   オムニバス方式の講義担当者間の密接な連携を図るための問題点、改  

善点等についてアンケート調査を行った。その調査結果を基に連携の  
ために徹底すべき点等を明記し、担当者に周知した。その成果につい ては 

し学生対象のアンケートで調査した。   
⑤適正規模の講義クラスを実現するととも  （9適正規模の講義クラス．を実現するとともに、  ‾‾室学其道教育科官替要語整方多方；ぢた「心め科学］‾ゐ落葉にこぅ〔くモニ 

に、双方向的な授業を工夫する。  双方向的な授業を工夫する。   受講生を2クラスに分け、放送大学のビデオ教材を活用することで対  
応する試みを行った。また、平成18年度の時間割編成時には、適正  
規模の講義クラスの実現を目指して、授業科目等の移動を行った。今  
後、双方向的な授業を行いやすくするため、「全学統一拡張Webシラ  
バス」システムに、コミュニケーションに関する機能を実装した。  

、′ 

「詔、′ミ霜詔ミ20参昭・  
⑥実験・実習・演習等で士Aを積極的に活              ⑥（16年匿に実施済みのため、17年又は年又計  平成16年更に引き続き、環境・情報基礎科目以外の教養科目のう  

用する。   画なし）   ち受講者が150名を超える授業料目についてTAを配置した。各学部   
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等においても実習、演習等に積極的に活掬した（平成17年度の全学  

」  でのTAの数は623名、前年比77名増）∩  
4）適切な成績評価等の実施に関する具体的  
方策  ①大学教育センターを中心に厳格な成績評         1大学教育センターを中心に厳格な成績評価の  厳格な成績評価の実施に関する問題点を整理し、成績評価の方法に  

価のための方法及び教室外学習の評価方  ための方法及び教室外学習の評価方法を構築  ついての検討を行った。また、「全学統一拡張’webシラバス」システ  
法を構築するこ   する。   ムに教室外学習の実施を支援する学習支援機能を実装した，。  、ハ 

「託、′胡乱」20 
標による成績評価基準を作成し、成績評  よる成績評価基準を作成し、成績評価の一貫  整備を検討した。また、成績評価の基本方針として「到達度評価（到   
価の一貫性を実現する。  ′ を実  る  達目標の達、を基～ とした也対評直h∴を採用することを決定した  

（訓受業科目区分毎の成績評価結果のバラン           3 18年又から 施する計画のため、17年又は  現 行われている 績評価に関する実態の把握及びバランスへの配  
スに配慮した成績評価基準を作成し、適  年度計画なし）   慮について検討することを目的の1つとして、成績評価基準のガイド   
切かつ有効な成績評価を実施する。  ラインを検討した。  

④ボランティア等課外活動の単位化を検討      ④ボランティア等課外活動の単位化を検討する。  ． ボランティア活動、課外活動について、成績記録簿に載せることと  
する。  した。   

⑤学生からの成績評価に対する苦情・意見  5（16年 に実 済みのため、17年又は年又計  平成16年度に引き続き、成績評価に関する相談を 何でも相談室」  
を受ける窓口を整備する。   画なし）   で受け付けているが、平成17年度は相談件数69件のうち成績評価に  

関する相談はなかった∩   
［大学院課程］  

1）アドミッション・▲ポリシーに応じた入学  
者選抜を実現するための具体的方策  
①広報活動を充実し、各研究科専攻のアド         （∋（16年兄に実施済みのため、17年又は牛久計  平成16年度に引き続き、工学研究科及び農学研究科の募集要項に  

ミッション・ポリシーの周知に努め、教  画なし）   アドミッションポリシーを掲載し、周知するとともに研究活動分野に   
育研究分野に関する興味や関心を喚起す  関する興味や関心を喚起した。   
る。  一  

②学部学生、社会人及び留学生を意識した  2＼18・年又から 施する計画のため、17年 は  人文社云科学研究科に、平成19年度より社茶人を対象とする年  
多様な選抜方法を採用する。   年度計画なし）   制コースの設置を計画した。農学研究科では、10月入学の実施に関  

して各専攻で社会人・留学生等を意識した選抜を計画するなど、多様   
な、 方法  討した  

③可能な研究科では土0月入学を行う。         3（16，年度に実施済みのため、17年又は年又計  連合農学研究科及び工学研究科に続き、餌学研究科で平成18年虔  
画なし）   から実施することとした。   

2）教育理念等に応じた教育課程を編成する  
ための具体的方策  
（∋地域ニーズ及び最先端科学技術を考慮  （D（18年度から実施する計画のため、17年度は  

し、実践的力量及び現代的課題への対応  
力の強化並びにグローバル化の視点の修  
得を実現できる教育内容とする。   

②高度な専門職業人又は研究者を目指せる  ②（18年又から実施する計画のため、17年又は  工学研究科に「金型・■鋳造工学 攻」の平成18年度の設置を決定  
ようなカリキュラムを工夫する。  年度計画なし）   し、高度な専門職業人養成のカリキュラムを設定した。  

③社会人及び留学生のための特別履修コー  「詔、′ミ 讃、′、27参照   3 18年 から実施のため、16年度は年度計画  工学研究科に 金型・鋳造工学 攻」の平成18年鼠の設置を決疋  
スを工夫する。  なし）   し、企業からの派遣学生に考慮したカリキュラムを編成した。  

’′、 

「老…、扁詔27参昭  
④博士課程にあっては時代の要請にあった                 ④ 20年又から実施する計画のため、17年又は  連合農学研究科で平成18年度の講座再編を決定した。■  

講座再編を行う。   年度計画なし）   

3）授業形態、学習指導法に関する具体的方  
策  
（∋指導教員と国内外の関係機関の研究者と         （D16年匿に実 済みのため、17年又は年又計  平成16年度に引き続き、連合穴学研究科及び工学研究科において、  

の連携を強化する・とともに、RAを積極  画なし）   共同研究等にRAを活用した（平成17年度28名、前年比4名増）。   
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岩 手 大 学  
的に活用する。  

②連携大学院を拡充し、地域との連嘩を推   
進する。  

③他大学の学生及び教員と交流を図り、遠   
隔教育等の体制を整備する。  

④連合大学院においては、学生の大学間派   
遣や全国的規模でのゼミナールを推進す  

②‾てr豆‾年産から莫寵テる盲f画一すだあ二‾てデ年露ほ   

年度計画なし）  

③‾てfう‾年度ち；ら実施テる盲F画てガため二‾‾i丁年露ぼ  

、年度計画なし）  

⑫‾‾「（i㌻年度茄ぢ実新二る計画打だめ二‾てデ牢虔   

は年度計画なし）  

‾‾‾‾ 
達膏農学研究秤モ頂「簾業・‾餌産貰技術総合研究機構東北窟業  

研究センターと連携大学院協定を締結するこ■ととし、寒冷地農業分野  
をこ  

e岳下浦首新た育遠隔敏師実漸汚い硝  
討を開始した。  
‖ 

室固め富合農学研究科ゐ替同ゼ‾ミうここ）ジゐ開催や第三高時旨草薮真否  
指導を受けるための交通費等の支援体制を整備した。  

適切な成績評価等の実施に関する具体的  4）   
方策  
①多様な評価方法（学会発表も対象とす   

る。）を取り入れるとともに、成績判定   
基準を明確にし、シラバス等に公表する。  

（∋修士論文の発表を一般公開とする。  

⑦夢陳な評価芳濱‾て学会轟音も許豪富ず右ニラ‾‾を   

取り入れるとともに、成績判定基準を明確に   
し、シラバス等に公表する。  

②‾‾「（i訂年度に実施済みめ■だあこ‖fラ‾牢度嶺年度   

計画なし）  

‾‾  
∵啓学研究斜に裏ホモ多様な評価方法を取サ大証た授業科召を新た茫  
計画するとともに、人文社会科学研究科及び工学研究科で成績判定基  
準を明確化し、シラバス等により公表するこ 
‖‾■‾‾‾  

平成「摘草度1三朝ぎ経ぎ二客研究科モ蚕蘭葵衰会を実施tた三官だご  
修士論文本体を図書館に収集して学内者が閲覧できるようにし、本人  

まWeb上で公  
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岩 手 大 学  

Ⅰ大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
1 教育に関する目標  
（3）教育の実施体制等に関する目標  

（〇教育目標の実現を図るために必要な教育体制及び教育支援体制を整備する。   
②学士課程教育の企画・実施体制、評価・改善の機能及び教育方陰・内容の研究機能を整備する。  

1）教職員の配置に関する基本方針  
（∋教員配置に関しては、大学院（修士課程）を中心とした運営へ移行し、学士教育は全学協力体制で対応する。   
②事務職員等配置に関しては、教育研究への技術的支援の強化、学生へのサービスの向上及び業務の効率化のため⊥層の組織化を図る  

2）教育環境の整備に関する基本方針   
講義室をはじめ周囲のキャンパス環境整備を進める。特に、少人数教育、メディア教育等に適した施設設備を計画的に整備する。  

3）教育の質の改善のキめのシステムに関する基本方針   
教員の教育活動について適切な評価方法を検討し、評価結束を教育の質の向上に結び付けるシステムを整備する。  

中 期 言十 画   年 度 計 画   計 画 の 進 捗 状 況 等  

（3）教育の実施体制等に関する目標を達成す  
るための措置 
①教養教育と共通基礎教育は全学共通教育         ・119年又から実施する計画のため、17年又は  全学共通数日（共通基礎教日、教養教日）の授業科目については全    として全のにし 

教員担当体制下実施、専  年度計画なし）   教員が参加する分科会を構築し、教育内容、方法等を検討することを   
門基礎教育と専門教育は各学部開設科目  決定した。  
で実施する。  

②大学教育センターに教職員を配置し、全      2・16年 に実施済みのため、17年 は年 計  平成17年又は、教日評価・改善部門及び全学共通教育企画・実施  
学共通教育企画・実施部門、教育評価・  画なし）   部門に専任教員各1名を採用した。また、「大学教育センターにおけ   
改善部門及び専門教育関係連絡調整部門  る組織的授業改善と教室外学習支援システムの構 
を設ける∩  専任教員1名を採用し、教育評価・改善部門に配置した 

1）適切な教職員の配置等に関する具体的方  
策  
①学士課程と大学院課程における教育機能         ①（21年 から実施する計画のため、17年又は  学士課程と大学院課程における教育機能の向上のため、平成19年  

の向上のため、・修士課程を機軸とした教  年度計画なし）   
貞運用のシステムを構築する。 

度実施を目途に全学教員組織の一元化の検討を開始した。   
「壱’′ミ編 詔、′こ23－123－2 参照   

②教員の配置については、全学的視点で行  2（16年 に実施済みのため、17年又は年又計  平成16年度に引き続き、学長のリーダーシップの下、全学課題に  

・職員を集約して業務の効率化を図る。   う。  画．なし  売る…点の 点 置を行った．    「詔、’凋訂」料3－7）参照」  ③技術支援組織を全学「本化し、、及び事務  ③（18年 から実施する計画のため、17年又は  i月に研究交流郭を設置チる‾ど苫「むたこ‾ナ月にほ事露組績だグノレニ      年度計画なし）   タ  プ制（フラット化）・を導入した。また、未組織の技術職員を全学組織  
に一本化し事務組織同様にグループ制を敷くことを決定した。  

「督料編督料5－3∴5－4、5－5、参照l   

2）教育に必要な設備、図書館、情報ネット  
ワヤク等の活用・整備の具体的方策  ①少人数教育用の演習室等を整備する。         ①（18年温から実施する計画のため、17年匿は  当面の措置として、閲覧室にある既存の4㌧人用閲覧机を衝立設置等  

年度計画なし）  により＿個人用として利用可誰な閲覧机に改修した皿  ②情報メディアセンターの部門間の連携を  2（16年 に実施済みのため、17年質は年叉計  て教育面替ゎ安富策互Lモ、【●新たⅠご、‾薪スニ生好豪ゐ嘗‾宙選択和百一丁若  
強化し、本学の教育、研究及び社会貢献 に関する学術の流通基盤と能  手大学ミュージアム学」を開設した。  

情報発信機  
の整備を図る。  

（∋図書館を講義と一体的に利用できるよう   
コースリザーブ的サービスの電子化を進  討しキ。   
める。   
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④メディア教育用機器の整備を行う。  ④メディア教育用機器の整備を行う。   教育用パソコン、液晶プロジェクタ、プリンタなど教育用端末を整  

備拡充するとともに、これらの機器が有効に活用できるように、メー  
ルサーバーヾメールフィルタリング機器、ファイルサーバー等を整備  
・拡した   ‾‾   

⑤自主学習のための施設設備の整備やIT  
学習環埠を 境を整備する。   学習環境を整備した。各学部においては、講義室等を自習室として開  

放するなど自主学習のための魔境整備を包≡た1－………叩－－…－－－－－   
⑥遠隔授業、単位互換等に資するた′めネッ  ⑥（18年度から実施する計画のため、17年 は  ．‾安定じた高遠な通信帯域を必要とする遠隔授業に備え、学外への上  

トワークの充実を図芦。   年度計画なし）   流接続ネットワークを30Mbpsから100Mbps’に増速し充実を図った。   

⑦ミュージアム部門においては、資料の収  ⑦、（16年護に実施済みのため、17年又は年度計  平成16年 に引き続き本学に保管されている未 理の貴重な標本  
集・整理・展示を充実しこ 教育活動への  画なし）   ・資料を調査、整理し、保存に努めた。本年度は新たに、タイトル看   
活用を図る。  板の設置、展示内容を補足した解説シートの作成、各種標本の展示等  

を実施した∩   
3）教育活動の評価及び評価結果を質の改善  
につなげるための具体的方策  
①教育活動の評価基準、評価方法及び評価  ㊦教育活動の評価基準、評価 法及び評価結果  ，教日活動の評価の一つとして、全千共通教引こついては予期末にチ  

結果の改善策の検討は、大学教育センタ  の改善策の検討は、大学教育センターが中心  生による授業評価アンケートを行った。授業改善に役立てられるよう、   
ーが中心になって行う。   になって行う。   授業科目毎の集計結果を各教員に返却した。   

②学生による授業評価結果の上位者の公開  ②（16年更に実施済みのため、17年又は年度計  平成16年度後期、平成17年筑前期の 学共通 日授業改善アンケ  

講義を行い、授業の改善につなげる。   画なし）   ート調査による優秀授業を表彰した。さらに、平成16年度前期優秀  
授業科目については、学内で授業公開を行った。 

大学教育センターでは、授業の様子をビデオ収録し、ストリーミン  
グ配イ言した 

4）教材、学習指導法等に・関する研究開発及  
びFDに関する具体的方策  
大学教育センターの教育改善・評価部門が         （18年度から実施する計画のため、17年度は年  「全学統一拡張Webシラバろ」システムを活用した教材、学習指  
中心となりJFD活動をはじめ、，教材、学  度計画なし）   導方法について研究・開発を行った。   
習指導法等に関する研究開発を進める。  「資料編 資料20、参照」   

5）他大学との共同教育、学内共同教育等に  
関する具体的方策  
①盛岡大学、岩手県立大学、岩手大学、岩  ①（20年定から実施する計画のため、17年又は  いわて5大学並びに北東北国立3大学による単位互換を実施した。  

手医科大学及び富士大学（以下「いわて  
5大学」という。）並びに北東北国立3  
大学による単位互換制度を充実するとと  
もに、ネットワークを利用した遠隔教育  
による質の向上を図る。   

②総合科目を中心とした学内共同教育を積  2 18年 から実施する計画のため、17年又は  学長、各理事、監、各学部長、各センター長による 岩手大学論」  

極的に進める。   年度計画なし）   （平成17年度は自由選択科目、平成18年度より総合科目として実施  
予定）を実施した。   

6）学部・研究科等の教育実施体制等に関す  
る特記事項  
①法科大学院、福祉システム工学専攻（博  118年虔及び19年度から実 する計画のた  法科大子院については、第1期中期計画期間中は訴置しないことを  

士後期課程）の設置等、高度専門職業人  め、17年度は年度計画なし）   決定しているが、福祉システム工学専攻（博士）■については、連合農   
の養成を推進するための教育実施体制の  学研究科の新専攻及び既存の工学研究科3専攻で対応することとし   
整備に努める。  た   

②東北地域の特色を生かした国際水準規模  2（18年又から実施する計画のため、17年又は  ・学部の計画に従って獣医学科教員を増員し、主に臨床分野と公衆衛  
の獣医学教育の体制を整備する。  年度計画なし）   生分野を強化した。平成19年度には、畜産分野と密接に連携した獣 溢士を‾ことをした  

孝う決虚  
（∋r臨床心理士養成に関わる指定大学院」        ③16年匿に実施済みのため、17年 は年又計  

としての機能の充実を図る。   画なしト   
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岩 手 大 学  
教員養成課程の専門教育を充実するカリキュラム等の検討を開始す  

るとともに、現職教員の研修機能の強化につながる教職大学院設置を  
検討した。なお、現職教員の10年研修には平成16年度から協力し実  
施しており、内容を充実した。  
‥‾‾‾‾ 

平成iす年度1ご引書簡きこ雇学部だおⅤヾモこ葛巻畜産公社辱め学外  
研究機関における実習を既存の実習科目の中に積極的に取り入れた。  

‖貰業者友び農業改良普及貴等ゐ育門扉修をラ甘グラニ左fET実施す盲  
とともに、「いわて農業者トップスクール」を平成16年度に引き続き  
開催した。  

④教員養成・研修機能のパワーアップのた   
めに、教員養成のための新たなカリキュ   
ラムの実現、及び岩手県教育委員会等と   
の連携の基に教育学研究科を中心とした   
現職教員研修機能の強化を図る。  

⑤各種関連試験場や研究所との連携を通し   
て実践教育の充実を推進する。  

（参寒冷地におけるフィールドを活用して、   
応用的・実践的研究に基づいた公開講座   
等により地域貢献を図る。  

④（19年度から実施する計画のため、17年度は  年度計画なし）  

⑤‾‾仔占‾年度一だ実施済み方だめ二‾てラ‾年度ほ年度計   

画なし）  

◎てr占‾年度だ実施済み方だめ二‾‾iナ年度1ま年産計   

画な．し）  
■  
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岩 手 大 学  

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
1 教育に関する目標  
（4）学生への支援に関する目標   

個性化・多様化に対応したきめ細かな指導・支援体制を整備する。  
1）学生の学習支援に関する基本方針   
①学内施設を開放するなどして、主体的に学習できる学習環境及び多様な学習機会を提供できる体制を整備する   
②自主的な活動を支援し、課外活動等を適切に評価できる仕組みを整備する。  

2）学生の生活支援に関する基本方針   
①学生が安全かつ快適に生活できる学習環境を整備する。   
②就職や進学に関する相談・支援体制を整備する。  

中 期 計 画 年 度 計 画   計 画 の 進 捗 状 況 奪  

（4）学生への支援に関する目・標を達成するた  
めの措置  
（》修学、生活、就職等全般にわたって、教  1修子、生活、就職等全般にわたって、教員、  ヒアサボーター（子生による子生のための相談体制）養成研修を実  

員、カウンセラー及び専門職員による学  カウンセラー及び専門職員による学生支援体  施し、サポート体制を整えた。学生への経済的支援を目的とした本学   
生支援体制を整備する。   制を整備する。   独、自の「がんちやん奨学金」貸与制度を実施した。ジョブカフェ岩手  

大学スポットを開設し、キャリアカウンセラーが就職相談等に対応し   
…、‘‾   

た                 「詔  羞 料2122 ＿参昭  
②学長と学生の懇談会を定期的に開催す                           ②（16年匠に実施済みのため、17年又は年又計  平成17年又は、東北地区大学総合体日大会における成績優秀サー  

る。 画なし）   クル代表者との懇談会（8月）を開催した。また、学生議会運営委員  
会との懇歳会（3月〕を美した   

③不登校学生等の相談・支援体制を整備す  ③（16年 に実施済みのため、17年又は年 計  平成16年匿に引き続き、成績不振者の保護者へ成績通知書を送付  
る。   画なし）   した。本年度は新たに工学部において履修申告を提出しない者の指導  

を実施した。ま∴た、保健管理センターカウンセラーと担任教員の連絡  
会を開催し、最i斤の事例を某に情報の共有を図った【   

1）学習相談・助言・支援の組織的対応に関  
する具体的方策  
①IT教室を開放するとともに、図書館、         ①IT教室を開放するとともに、図書館、自習  子生センター棟の2階就職支援室を自習室として開放、 学部のIT    自習室等を整備し 

、自主学習を支援する。  教室の開放のほか、図書館の開館時間を延長するとともに閲覧机の改 修を行うなど主学習を支した 

的グループ活動）の推進を図る。  ②Let’、sびぎんプロジェクト（学生の創造   択した。また、プロジェクト報告会を行うとともに、実施緯果をホー  
ムページで公開した  

③オフィスアワーの導入、チュートリアル   
教育の充実及びTA・RAの利活用を図  画なし）   する項目を設けるとともに、全学学生委員会において、シラバス掲載   
る。  を周知徹底した。  

チュートリアル教育については、人文社会科学部及び教育学部の基  
礎ゼミ等役少A数教育で実施した（TAは623名＼RAは28名）。   

④退職した教職員による学習、生活相談等  ④退職した教職員による学習、生活相談等の  T学生何ぞも相談室丁の相談員盲Cモこ‾適職‾亡だ職賞す有甚嘱話だ  
の支援体制を整備する。   援体制を整備する。   委嘱し、支援体制を整備した（延べ59日間）。   

2）生活相談・就職支援等に関する具体的万  
策  
①課外痕動、インターンシップ、ボランテ         116年質に実、みのため、17年度は年度計  平成16年度に引き続き、サークル・リーダーソツフ・セミナーを  
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岩 手 大 学  
イア活動等を奨励する。   画なし）   開催し、課外活動を奨励した。本年度は新たに、ピアサポーターやキ  

ヤンパスボランティアの先進大学との交流を実施した。ピアサボ一夕  
一等ボランティア活動の活動拠点として、「サポーターズ・ルーム」  
を設置した。  

地域連携推進センターで短期5名、長期l名のインターシシップを  
受け一入れた九 ＿‖＿「餐秋霜」資料二2ユ、参照」  

②保健管理センターと医療機関との連携を  2 16年匿に実施済みのため、17年又は年又計  ‾平成1占‾牢度にち「ぎ続ぎ二‾箸宇医科天学附属病院こ‾県立中英病院ゐ  
強化し、積極的な心身の健康づくり、疾  画なし）   地域医療連携室等との病診連携を強化して、特に緊急時の対応体制を   

ー 病やけがの応急処置等の支援体制の充実  充実させたほか、「健康クラブ」を定期開催し、学生が健康的な生活   
を図るとともに、様々な健康講座を開催  習慣を学ぶ機会を設けた。   
し、健康的な生活習慣を学ぶ機会を提供  
する。  

③企業の合同セミナー及び就職説明会を充  3（16年 に実施済みのため、17年 は年叉計  平成16年度に引き続き、全学対 の就職説明会を年間34回実施し  
実する。   画なし）   たほか、企業によるセ．ミナーを17回開催した。企業合同セミナー及 び名刺交換会を実施し 

、324社の参加があ■った∩   
3），経済的支援に関する具体的方策  ‾‾‾‾‾   

（∋検定料・入学料・授業料は現状の水準  ㊦て一石年度だ実施済み方だめ二け年琵ほ年定評  平成16年匿に引き続き、検定料・入学料・授業料を現状の水準  
（標準額）を維持する。  画なし）   （標準額）で維持した。  

②入学料・授業料減免制度を保持する。  
画なし）■－   の増大に対応した。  

③課外活動支援体制を充実（後援団体、支  
援基金等の創設）する。  金等の創設）する。   実行委員会をもって組織する学生組織共同体が立ち上がったことに伴  

い．、その活動支援を目的として資金面での支援を行った。  
農学部においては、農村体験活動等の課外活動について交通費等の  

一立孝を行った  
④高松地区に引き続き上田地区の学生寮の          ④（16年更に実施済みのため、17年又は年又計  

整備を推進するよう努める。．   画なし）   

4）社会人・留学生等に対する配慮  
①社会人の多様な学習スタイルに適合する  1（20年又から実施する計画のため、17年又は  いわて情報ハ 

学習環境（例えば、ネットワークを利用  年度計画なし）   ステム」を学内、釜石市、奥州市（水沢区）に引き続き、二戸市に整   
しての遠隔教育）を整備する。  備し、4地点で公開講座等の受講ができるよう環境を整備した。講義  

をその援示贋料とと虹拉記録し公園するシろテムを導入した．  
②チュータ制を充実し相談体制を整備する       ②（16年匠に実施済みのため、17年又は年 計  今年蔚まご留学生後履会め秀美河だめ教職員夜痛自大盲傾ぎがげた二 

とともに、留学生後援会を充実し生活面  
イウェイ」を利用した 岩手大学IT退隔地連携シ                     ‾－  
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岩 手 大 学  

Ⅰ大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
2 研究に関する目標  
（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標  

①教育活動の基盤となる自主・自律型研究の推進を図る。  
②産学官民の連携を強化し、共同研究を推進するとともに、地域貢献を目指す受託・請負型研究及び共同研究を通じて研究成果の社会遼元を図る。  

中 期 計 画   年 度 計‘画   計 画 の 進、捗 状 況 等  

2‘研究に関する目標を達成するための措置  
地域の研究拠点として科学・文化の継承・  （16年度に実施済みのため、17年度は年度計画  本年度は新たにJ本学が中心となって地域の研究シーズを冊子にと  

発展に寄与する研究活動に取り組み、その成  なし）   りまとめ、県内金融機関と連携して企業に周知した。さらに、マッチ   
果に基づいた社会貢献は、本学の大きな責務  ングを希望する企業と研究者との個人相談会を開催した。加えて．、首   
であることを構成員に周知徹底する。  都圏等（東京・大阪）において科学技術振興機構と連携して、本学の  

新技術を中小企業に説明し、300社の参加があった（   
（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標  

を達成するための措置  
1）目指すべき研究の方向性  
①自主・自律型研究に加えて、受託・請負  ①（16年度に実施済みのため、17年又は年度計  学学連携の一環として、本年度は たに、北東北国立3大学共同研  

型研究は期間を限った研究とし、特に競  画なし）   究プロジェクトを11件立ち上げた－。また、福祉分野において富士大   
争的外部研究費を投入した学学連携や産  学との共同研究を実施した。   
学連携によるプロジェクト型研究を行  平成17年度は「地域新生コンソーシアム研究開発事業（地域もの   

。  づくり革新事業枠）」及び「産学官連携製造中核人材育成事業」に採  
択された。  

文部科学省都市エリア産学官連携促進事兼では、東京医科歯科大学  
・神戸大学・（独）物質・材料研究機構との共同研究を実施している。  

「夢県土岩手戦略的研究推進事業」に2件採択された。また、科学  
技術振興機構サテライト岩手の「実用化のための育成試験」に3件採  
尺された   

②基礎研究に配慮しつつ、若手研究者及び  ②（16年匿に実施済みのため、17年又は年又計  地域連携推進センタ丁において異なる学部、学科の若手研究者が学  
萌芽的研究への財政的支援体制を整備す  画なし）   際領域を研究する 鳩虫合研究・教育」プロジェクトを実施し、8件推   
る。  進した。そのうちの．1件（表面技術活用デバイス開発プロジェクト）  

を文部科学省都市エリア産学官連携支援事業賽展型に応募した（   
2）大学として重点的に取り組む領域  

これまでの学内研究や共同研究の実施状  （16年度に実施、みのため、17年度は年度計画   ー‾支部科学省都市立サア産学連携掟道事第一「チフ‾テラ‾：‾材粁医療河デ  
なし）      況、地域社会・地域産業の期待等を考慮一し、  バイス．を目指したニッケルレス高機能・高生体適合性「新」Co－Cr－Mo   
当面、「環境」、「生命」こ「機能材料」等をキ  合金」研究開発プロジェクトめ中核機関を担当した。   
ーワードとする人文・・社会・自然の諸科学に  地域連携推進センター内にも文部科学省の21世紀COEプログラム   
よる研究を喜点的に行う【  の研究室を設置した∩   

3）成呆の社会への還元に関する具体的方策        ①地域連携推進センターのリエゾン、イン  （》（16年叉に実施済みのため、17年又は年 計  リエソン担当助教授を採用するとともに、東北経済産業局との人事  
キュべ－ション等の機能を強化する。   画なし）   交流によりリエゾン担当助教授を配置し、リエゾン 部門の充実を図っ  

た。また、インキ早べ－ションラボ内創業準備ブースを開設し、イン  
キュベーションマネージャ「が中心に支援した結果、2グル」プ増え  
て6グループが入居した。   
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岩 手 大 学  
岩手大学発ベンチャーが新たに7社誕生し、累計で18社になった。  
リエゾンーⅠ（いわて産学官連携推進協議会）を中核に、他大学、  

他金融機関等も加えて「平成17年度研究開発交流会岩手大会」を開  
催し、岩手大学シーズに対■し、企業50社、58件の相談があった。  

「知の拠点再生コーディネーター」に応募し、全国7名■のうち岩手  
大溢が1採尺さた  

②岩≠ネットワークシステムと協力し、べ              ②岩手ネットワ▲－クシステムと協力し、ベンチ  地域連携推進センターの教員 が主幹事となり、岩手、ツトワーク  
ンチャー支援事業を立ち上げ、研究成果  ヤー支援事業を立ち上げ、研究成果を社会に  システム（NS）知的財産活用研究会を設立し、産学官の担当者レべ   
を社会に還元する。   還元する。   ルでの知的財産マネジメントに関する知識講習会を5回開催した。  

NS起業化研究会や学生発地域連携研究会等が、本学教員や自治体  

③研究成果集のデータベースを作成し、ホ   と連携し起 ヒに司けた取り組みを行づた    318年又から  する計画のため、17年又は  
ームページへの掲載により研究成果の晋  
及を図る∩   

4）研究の水準・成呆の検証に関する具体的  
方策  
①教員の発表論文数、、発明届出件数、競争  ①（18年度から実施する計画のため、17年又は  

的外部研究費等により研究活動の検証を  
行う。   

②国際的サイテーションの頻度等を、分野  ②（19年琵から実施する計画のため、17年度は  
の特徴に配慮してまとめ、学内外に対し  
て公表する。   

③本学の知的資産を社会的効果の側面から  ③18年更から実施する計画のため、17年又は  
検証する。   年度計画なし）  ′   
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岩 手 大 学  

Ⅰ大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
2 研究に関する目標  
（2）研究実施体制等の整備に関する目標  

①社会的ニーズに対応できるよう教員組織の弾力化・柔軟化を図る。  
（∋戦略的研究資金の配分に努める。  
③教育研究の知的資源の全学的な組織的活用を展開する。  
④教員の研究専念制度を設け、’研究活動の活性化を図る。  
⑤研究に必要な施設設備の整備を図る。  

中 期 計 画   年 度 計．画   画 の 進 捗 状 況 等 
（2）研究実施体制等の整備に関する目標を達  

成するための措置  
1）適切な研究者等の配置に関する具体的方  
策  ‾‾‾‾   
（D学長の下に一定の教員枠を確保し、新し  ①‾てrう年度笥；ら実庵テ甘計画方た敢汚年富ほ  平成19年度実施を目途に教員組織の全学一元化の検討を開始した。  

い研究組織を構築する。 年度計画なし）   「資料編 資料23－l、23－2、参照」  

②ポストドクトラル制度の活用を促進す        ②ポストドクトフル制鼠の活用を促進する。   21世紀COEプロクフム、その他の研究開発プロジェクト等でボス  
る。  トドクトラル制度を活用し、研究開発を推進した（平成16年度13名、  

平17度14  
③全学的な研究グループの形成に努める。       316年更に実施済みのため、17■年又は年琵計  本年又は たに、地應のエネルギー環境教育の拠点形 活動として、  

画なし）   全学的な組織（岩手エネルギー環境教育ネットワーク）を形成した。   

2）研究資金の配分システ．ムに関する具体的  
方策  
学長主導の下に計画的・戦略的な経営方針  （16年度に実施済みのため、17年度は年度計画  学長のリーダーシップの下、学長裁量経費を増額し、今年度は新た  
（特定の研究分野を定める専）を策定し、重  なし）   に教育支援施設経費を設け、競争的に予算配分した。   

点的に予算を配分する。  「資料編 資料3－1、3－2、参照」   

3）研究に必要な施設設備等の活用・整備に  
関する具体的方策  教育研究及び大学間連携や産学連携による  （18年度から実施する計画のため、17年度は年  奥州 との連携により、平成18年1月に 工学部附属．、造技術研  

プロジェクト型受託・請負型研究のための施  度計画なし）   究センター新技術応用展開部門」（水沢サテライト）を設置した。   
設設備の活用・整備ね、戦略的・重点的に行  「資料編 資料25、参照」   

（  

4）知的財産の創出、取得、管理及び活用に  
関する具体的方策  
（D地域連携推進センターが中心となって知         1◆16年匿に実 済みのため、17年 は年又計  平 17年又は、技術移 マ、－ジャーを1名■ ′用し、 月部門の  

的財産の創出取得、管理及び活用を図る。  ’画なし）   強化を図った。  
東北大学未来科学技術共同研究センターと連携し、知的財産セミナ  

ーを．8回開催し啓発と普及に努めた。  
文部科学省委託事業「北海道・東北地区大学知的財産研修会」を開  

催し、知的財産の戦略的活用の普及に努めた。  
海外企業との先端技術分野での共同研究の実現に向けた取組を進  

め、米国の技術移転会社との業務提携を締結（平成17年3月）し、具  
体的案件のマーケテイングを行った。「IN、S知的財産活用研究会」  
を5月に設立し、研究会を5回開催した。   
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②民間企業等への技術移転契約件数の増加    「大草知的紅塵本部整備事業」の中風評鳳におシ∵こB款値であ2た。＿     ②（20年又から実施する計画のため、17年又は  ‖技術移転め毒ネ「ジヌシ．ドを進拓こ‾成果（裔明方届出63件、出願件  
を図る。   年度計画なし）   数36件、技術移転11件、実施料収入50，891千円）を得た。   

5）研究活動の評価及び評価結果を質の向上  
につなげるための具体的方策  
①研究における評価は、著書、論文、サイ  ①（18年度から実施する計画のため、17年又は  農学部では、研究評価のための実施方針、実施要領等を作成した。    テーション数特許 

、外部研究費等に閲す  年度計画なし） また、工学部では、研究評価のあり方（著書、論文等に関する事項の   
る実績等で行う。  、′ 直イ について 衰 目始した   ‾丁て  

②研究活動の評価が優れている分野の支援          ②てf岳年配；ぢ実施テる盲F画布ため二てラ年澄渡  
体制を強化する。   年度計画なし）   

③若手教員の積極的な研修の機会を増やす  ③（18年鼠から実施する計画のため、17年又は  農学部での実 に加え、各学部でサバティカル制度のあり方等につ  
とともに、学内サバティカル制度を設け、  いて検討を開始し牢。  
①における上位評価者については、教育  
活動の評価結果を考慮し、優先してサバ  
テイカルを与える。  

④研究活動における倫理規定の整備と公表   
を行う。   つ。   岩手大学利益相反マネジメントポリシーも制定し、利益相反や責務相  

反の問題について明示した。それに基づく自己申告書を徴取した。  
‾‾‾‾   

⑤自己点検・評価結果に基づき、研究活動  ⑤てi岳年度及びiう年度訴ぢ実施ずる計画tすだ  平成18年 実施の大子機関別認証評価に備え、評価基準に基つく  
の質の向上・改善を図るとともに、定期  自己点検・評価を行った。   
的な外部評価を実施するム   

6）学部・研究科等の研究実施体制等に関す  
る特記事項  
①地域に密着した今日的教育課題に関わる         ㊦（16年度に実施済みのため、17年又は牛 計  平成17年度は、客員教員を1名．増員し、数日学部・附属学校共同    ため 

研究を推進する、教育学部附属教育  画なし）   研究会や岩手県教育研究ネットワークとの連携を強化し、会員研究会、   
実践総合センターを強化し、教育学部・  現職教員研修会及び子ども問題シンポジウム等を実施した。   
附属学校共同研究会及び岩手県教育研究  

ネットワークとめ連携を深める。     ②岩手・青森両県にまたがる廃棄物不法投  ②（16年琵に実施済みのため、17年又は年 計  ．平成17年度は、学 の教員が共同して岩手大学地域連携推進事業  
棄サイトの環境修復・再生事業等の地域  画なし）   の一環として、「地域のための環境再生読本一県境廃棄物投棄サイト」   
課題を研究する。  の環境再生読本を出版した。・また、二戸市でシンポジウムを行い、成  

果を報告するとともに、今後の取り組みについて、住民との意見交換   
を行った  

（∋重点研究領域「機能材料」の具体化とし      ③（16年琵に実 済みのため、17年又は年ス計  フロンアイア材斗及び機陀工千に関する国際ソンボソウム」を企  
て「表面界面工学分野」及び「材料制御  画なし）   画開催した占 また、機能性材料分野では、都市エリア産学官連携促進   
分野」の研究を推進する。  事業の中で生体機能性材料開発を、表面界面分野では、連携融合事業  

のでよデバイス詞を進した   
④自治体との連携による地域農林業の活性  ④16年匿に実施済みのため、17年又は年又計  平成16年匿に引き続き、農学部において自治体との連携による地  

画なし）   域農林業の活性化に関する共同研究、寒冷バイオシステム機構解明の   化、寒冷バイオシステム機構の解明と寒      冷遺伝子資源め活用、さらに、畜産物の  研究、．寒冷遺伝資源の活用に関する研究、1畜産物の生産・安全性に関   
生産・安全性と人獣共通感染症に関する  する研究、人獣共通感染症に関する研究を推進した。   
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
3 その他の目標  
（1）社会との連携、国際交流等に関する目標  

①教育・研究面での社会貢献を推進するとともに、地方公共団体等における政策決定等に積極的に参画する  
②産学官民連携、地域の公私立大学等との連携及び高大連携を推進する。  
③国際交流の目標・基本方針を定める。  
④北東北国立3大学間の連携を強化する。  

中 期・計 画   年 度 計・画   計 画 の 進 捗 状 卓見 等  

3その他の目標を達成するための措置  
（1）社会との連携、国際交流等に関する目標  

を達成するための措置  
1）地域社会等との連携・協力、社会サービ  
ス等に係る具体的方策  
①図書館等の施設も含めたオープンキヤン         ①（16年度に実施済みのため、17年 は年又計  平成17年度は、オープンキャンパス総合菓内パンフレットを作成  

パスの内容を充実する。 画なしト   し配布するとともに、新たに「がんちゃん（岩手大学イメージキャラ  
クター）」バルーンを揚げてアピールした。  

図書館司書教諭講習及び社会教育主事講習受講者の図書館利用を可  
能にる≠ど禾l用ム大を、、った   

②地域や社会のニーズにマッチした公開講  ②‾てi占‾年度に実施済みてガだめ二‾‾fデ年露ほ年渡部  平成16年度に引き続き、高校生を対象とした公開講座、向齢者を  
座、公開シンポジウム及び出張・出前講  画なし）   対象とした健康講座、酪農家のための飼養管理講座等を開催した。   
義等の質の向上を図る。  遠隔地を中心とした出前方式の「地域連携講座」を実施した。  

本年度は新たに、市民を対象とする各種の公開講座に加え、：学士課  
■程の授業を社会人に開放する「岩手大学公開授業講座」を実施した（46  

‾‖  
③大学院における社会人再教育（リカレン        ③てfう年密かぢ葉滝ずる盲F両方た敢iナ年変ほ  

ト教育）・にも重点を置いたカリキュラム  
を工夫する。   

④高大連携事業の一環として高校生を受け  4（16年鼠に実施済みのため、17年又は年 計  平成，17年又は正式に向大 携を締結（県址高校7校、私立・ 止  
入れるための授業科目を開設する。   画なし）   高校6校）し、前期には5つの科目を開講し12名、後期には8つの  科－－   

酒庫を恥盲じたⅧ坂道携  ⑤大学による地域貢献の実施体制の強化を  ⑤‾てf占‾年度‾だ実施済みてガだめ二‖fラ‾年度ほ年度計   
図るため、「地域連携推進協議会－（仮称）」  画なし）   推進協議会」から、県内各自治体、金融機関、関係諸団体等幅広く参   
を新たに設立する。  画し、地域振興に向けて具体的方策を検討する「いわて地域連携推進  

協議会J＿の設置に向旦ナ＿阻係捜鼠とともに捻討を進めたム  
⑥友好協力協定市を中心にサテライトキヤ       619年又から実施する計画のため、17年 は  鋳物技術だ醜ずるサテライ‡を葵祁市鋳物技術交流ゼジラ∵＝丙に設  

ンパスの設置を推進する。  年度計画なし）」   置した。  

⑦地域の公的機関の委員会・審議会等の委       ⑦16年 に実 済みのため、17年又は年叉計  平成16年度に引き続き、各部局でそれぞれの専門分野の教員が県、  
員に教員を積極的に参画させる。   画なし）   市等の各種委員会等の委員として積極的に参画した。   

2）産学官連携の推進に関する具体的方策        （D民間企業及び地域研究機関等との共同研  （∋（16年 に実施済みのため、17年又は年 計  共同研究は、別年 の161件を上回る179件となった。そのつち、    究及び人的交流を推進する 
。   画なし）   人文・教育系の共同研究についても、地域連携推進センターがマネジ  

メントを行い、前年度の7件を上回る17件となった。また、平成16  
年度に引き続き客員教授等を各研究機関等から受け入れるとともに、  
共同研究員として5自治体から職員5名を受け入れた。   
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「控㌢虫u短宣＋ 料8－4 参照」  

②岩手ネットウークシステム、岩手農林研  ②（16年度に実施済みのため、，17年度は年度計  平成17年度は、岩手ネットワークシステム（mS）、に「学生発地域  
究協議会、，岩手県教育研究ネットワーク  画なし）   連携研究会」「知的財産活用研究会」を発足させた。   
等との連携による研究会活動を強化す  地域のエネルギー環境教育の拠点形成活動として、全学的な組織（い   

る。  わてエネルギー環境教育ネットワーク）を形成した。その組織をべ－  
スにmS、環境パートナーシップいわて等とも連携ノしながら、県内小  

学抜の総会学習費先生のための研修会、理科‡験学習教室を行った．  ③民間企業との共同研究と競争的研究開発  ③（16年更に実施済みのため、17年又は年又計  ‾‾窟学音速換古ごよる海域産業め振興めため＼盛同市藩学青首携研究    資金による研究を中心に地域連携推進セ  画なし）  
センター（仮称）」（2，083rぱ）を大学構内に盛岡市が整備することを   

ンターの研究室の活用を図る。 決定した（平成19年度開所）。   

⑳葡域社誉かち卒論‾ニ修論あテこ字を寡葉ず訂  
する。  対応するほか、既に実績のある共同研究を考慮した募集を図った。   

3）地域の公私立大学等との連携・支援に関  
する具体的方策  
いわて5大学学長会議が実施しているシン         （16年度に実施済みのため、一17年度は年度計画  子外においてシンポソウムを開催したほか、いわて5大子知的財産  

ポジウム開催、図書館相互利用及び単位互換  なし）   活用検討会議において、岩手医科大学の知的財産システムの構築に向   
を促進する∩  けた支援を行った（   

4）留学生交流その他諸外国の大学等との教 上のびにる  

育研究交流及国際貢献関す具体  
的方策  

①外国の大学・研究機関との連携・交流、  1（16年墜に実施済みのため、17年 は年 計  平成16年度に策疋した「国際化の理念・目標及び基本計画」に基    留学生の受入、本学在学生の外国の大学  画なし）  づき、全学共通教育のうち、英語、韓国語について広外国の大学で   
への派遣、国際性を重視した教育及び地  受講した研修の成果がある場合、には、本人の申告によって一癖を単位   
域社会の国際化に貢献等の基本計画を策  藷定した。アジアl欧米の大学との単位換算方法及び成績評価の問題   
定する。  ②学士課程、大学院課程とも、外国の大学   点を検討した   2千士課ロ、 学院課程とも、外国の大学との  学内、他大学等での単位互 の実 状況を調査し、カリキュラム整    との単位互換を促進するためのカリキ 

ュ  単位互換を促進するためのカリキュラムの整  備のためのデータ分析を行った。   
ラムの整備を進める。   備．を進める   

③国際交流協定大学との交換留学を促進す  ・3国際交流協疋 学との交換留学を促進する。  国際交流センターを中心に協定を締結している大学との交 留学を  
る。  進めた（派遣学生■11名、受け入れ学生10名）。日本留学フェアー等 ≡   

に参加し欧州の大学（5大学）と交流に関してを開始した   
④共同研究及び国際貢献事業に重点を置い  4 16年叉に 、みのため、17年 は牛乳計  UURR国際共同交流事業」プロジェクトチTムによる中国の大学  

た、中国清華大学とのUURR（大学・  画なしト   や企業等との技術移転に向けた調査を実施した。－特に、大連理工大学   
大学と地域・地域）連携事業及び中国北  との技術移転業務に関する交渉が具体的に進展し、平成18年度岩手   
京大学との西部大開発事業などの国際交  大学一大連理工大学国際連携■技術移転センターとして設置すること   
流を推進する。  とした。北京大学の、西部開発事業の支援の一環として石河子大学に日  

本語教員＿！名を派遣⊥た丸………＿＿＿…＿＿†盗料編資料36、参照」   
5高等教育を通じて国際貢献に寄与するた  5 1か年度に 、みのため、17年 は年又計  

め、アジア・アフリカはもとより、広く  
世界から留学生を受け入れる。   

5）国際性を重視した教育を行う具体的方策  
①外国語教育を発展させ多文化共生教育の  1 国語教眉を発展 せ 文化共生教円の比重  既に実施している ジェンダー文化論」「エスニシティ論」に加え  

比重を高めろ。   を高める。  ヽ 全学共通教育の外国人留学生を対象とする「日本事情」のクラスにお  
いて、日本人学生との共修科目として平成18年度から開講すること   
を汲定した  

②英語による授業科目を増加するなど、カ      Pロ＼一     又          目           ヽ  子 、・、 子 ’ 央pロ」  又       也    打  、  
リキュラムを国際化する。  ユラムを国際化する。   キュラムを国際化するためのデータ分析を行った。  

③外国人留学生に対しては、多様なレベル       3外国人留子生に対しては、 様なレベルと需  コンヒュ一夕一による 日本語学習シスアム」を活用した学習形態  
と需要に応えられる日本語教育を充実す  要に応えられる日本語教育を充実する。   を提供し日本語教育の充実を図った。   
る。  国際交流科目等の日本語授業のカリキュラム、レベル設定等を学生  

の実情に合わせて見直した∩   
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岩 手 大 学   
6）地域社会の国際ヒに貢献する目体的方策  
①地方自治体やボランティア団体との連携  ①16年度に実施済みのため、17年 は年度計  平成16年度に構築し言一行運用を行った各種団体との情報交換のた  

を強化し、情報収集・提供が行える体制  めのネットワークを本年度本運用した。  
を整備する。  

②留学生を地域の小・中学校等に派遣し国   
際理解教育に貢献する。   画なし）   生を派遣した。   

③地域在住の外国人に対す・る日本語教育の  ③（18年 から実施のため、16年度は年度計画  
事業化を進めるJ   なし）   

7）北東北国立3大学との連携推進にかかる  
措置  
「北東北国立3大学連携推進会議において、  （18年度から実施する計画のため、17年度は年  北東北国立3大学の強い連携を図り、相互の発展を期するためこ 3  

連携強化の具体的方策等について検討し、3  度計画なし）   大学の特徴が十分発揮できる共同研究を助成することを目的として、   
大学間の強い連携を進めるとともに、再編・  500万円ずつ供出し「北東北国立3大学連携推進プロジェクト」を募   
統合に関する検討結果をまとめる。  集し、実施した（14件中11・件採択）。  

「督料福留料26、参照1   
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  
3 その他の目標  
（2）附属学校に関する目標  

①大学・学部（大学院を含む）の教育研究目標に適合した学校運営を推進する。  
②地域連携せ国際化を視野に入れた学校運営を推進する。  

中 期 計 画   年 度 計 画   画 の 進 捗 状 況 等  

（2）附属学校に関する目標を達成するための  

措置  
1）大学・学部（大学院を含む）との連携 
協力の強化に関する具体的方策  
（Dイインクルージョン・プラン（教育学部         ㊦（16年度に実付済みのため、17年又は年度計  インクルーションプフン」に基つく学部・附属学 共同研究耳の  

・附属学校・地域社会・保護者の連携プ  あり方について、・全構成員にアンケート調査を行い、検討を加えた。  
1■ラン）」の具体的活動計画を作成し、実  
施する。  

②「地域連携特別委員会」を組織し、地域   
貢献のための活動を推進する。  画なし）   派遣（実施教育）事業、生涯学習支援事業の3分野19事業について、  

地域連携事業を行った。  
い全構 貝の息見を  

③教育学部・附属学校共同研究会の組織の   
充実と活動の活性化を図る。   画なし）   約した。それを基に17の「学部・附属学校共同研究部会」を15に再  

扁し 立Åごとの、を／‾った  ④附属学校の年間教育計画を教育学部と連  ⑳（16年匿に実施済みのため、17年又は年鼠計  、属4校園の年間教同計画を4月教授会に報告し、 話した。この    携して作成する 
。  画なし）   ことは、教育実習の研究授業への参加や連携事業の立案などに反映さ  

れた  

及び6年欄一貫教育実習システムの構築を  年度計画なし）   ⑤4年一貫教育実習システムの充実と強化        ⑤（19年更から実施する計画のため、17年度は  現在試行中の「地域教育実習」．の単位化を検討した。また、教職大        学院設置を目指して同大学院におけるストレートマスターに対する実   
図る ‾  。   習内容を換討空である．＿  ⑥教育学部・附属学校双方の教育実践交流  6 16年又に実 済みのため、17年又は年鼠計  学膏幡員が附粛中学新教育相談盲担晋C二‾学部菖附属中学校せゐ  
の強化を図る。   画なし）   交流を図っ∴た。   

ー・ 

附属養護学校「特別支援教育センター」ではセミナーを実施した。  

②外国の学校との提携協力関係を構築し、   
国際理解教育を推進する。  画なし）   を推進した。  

③附属学校教員の研修の機会を拡大する。   2）学校運営の改善に関する具体的方策        ①地域学校と連携した教育研究活動を推進  ①‾てf占‾季夏に実施済み可だめ二‾‾け年度ほ季夏評  附属幼稚園「地域幼児教育センタすくすく」では講座を実施し、    する。   画なし）     ②（16年更に実施済みのため、17年 は年叉計  附属小学校教員が、中国北風大学附属小学校を訪問し、研修・交流    ・   ’  
－23－   





岩 手 大 学   

◎ 平成16年度法人評価委員会の指摘事項   
（平成17年度の実績）   

○ 国際交流に関して、平成16年度は年度計画の設定がないものも多いため、今後の取  
り組みに期待したい。   
・平成16年度に策定した「国際化の理念・目標及び基本計画」に基づき、全学共通  
教育のうち、英語、韓国語については、外国の大学で受講した研修の成果がある場  
合には、本人の申告によって一部を単位認定した。アジア’・欧米の大学との単位換  
算方法及び成績評価の問題点を検討した。   

・ 国際交流センターを中心に協定を締結している大学との交換留学を進めた（派遣   学生11名、受け入れ学生10名）。日本留学フェアー等に参加し、欧州り大学（5大    学）と交流に関して協議を開始した 
。  

「UURR国際共同交流事業」プロジェクトチームによる中国の大学や企業等との  
技術移転に向けた調査を実施した。特に、大連理工大学との技術移転業務に関する   

、交渉が具体的に進展し、平成18年度岩手大学一大連理工大学国際連携・技術移転セ  
ンターとして設置することとした。北京大学の西部開発事業の支援の一環として石  
河子大学に日本語教員1名を派遣した。   

○ 教育学部において大学・学部と附属学校園がナ体となった取り組みを一層進めるこ  
とが望まれる。   

（平成17年度の実績）    「 

インクルージョンプラン」 
ン）に基づく学部・附属学校共同研究会のあり方について、全構成員にアンケート  
調査を行い、検討を加えた。   

・研究会のあり方についてアンケー 
を基に17の「学部・附属学校共同研究部会」を15に再編し、各部会ごとの活動を  
行 

．4校園の年間教育計画を4月教授会に報奮し、協議した。このことは、教育  
実習の研究授業への参加や連携事業の立案などに反映された。   

・学部教員が附属中学校の教育相談を担当し、学部と附属中学校との交流を図った。   
・教育学部で実施する10年研修、現職教員研修等への参加、海外研修への派遣、教  
育学研究科の科目等履修等により研修の拡大を図った。  
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岩 手 大 学  

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標  
1 運営体制の改善に関する目標  

学長がリーダーシップを発揮しつつ、全学的な視野に立った機動的な大学運営を遂行できる運営体制を整備する。  

進  
中 期 ′計 画 年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等） クエ  

状  イト  
況  

Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を  
達成するためにとるべき措置  

1．運営体制の改善に閲する目標を達成する’た  
めの措置  
1）全学的な経営戦略の確立に関する具体的  

方策 ①役員会の経営戦略方針に基づいて、具体             ①（16年匿に実施済みのため、17年又は年叉計    中期計画期間中の財務見通しをもとに、経営戦略方針を  
的方策を策定する’。  画なし）  踏まえた平成17年度串ゝら平成21年度までの財務計画書を  

作成．したL－   －．＿「資粒編＿資料＿柑＝1し重層」  
②社会のニーズ等に機動的に対応するた            ②（19年又から実施する計画のため、17年又は  平成19年度実施を自‾遠に葡賞組織の杢学一元花ゐ検討を  

め」学長の下に一定の教員枠を確保する。  ・年度計画なし）  開始した。 「資料編 資料23－1、23－2、参照」   

2）運営組織の効果的・機動的な運営に関す  
る具体的方策  
①本学の意思決定と執行を円滑に行うため             116年匠に実施済みのため、17年又は年又計    学長 佐体制を強化するため、平成18年度に新たに2名  

に、理事及び副学長等で構成する学長・  画なし）  の副学長（教員組織担当及び外部資金担当）を配置するこ   
副学長会議を置き、学長補佐体制の強化  とを決定した。   
を図る。  

②理事の補佐機関としての理事室を教員及  ②（16年匿に実施済みのためヾ17年又は年叉計  学術担当理事室（29回開催）、学 担当理事室（8回開催、  
び事務職員で構成・し、一体となって企画  画なし）  地域連携担当理事室（5回開催）で、教育研究組織の再編、   
立案等に当たり、理事を補佐する。  教育支援体制、大学教育総合センター構想、スポーツコ㍉＝  

オンの構築、公開講座の在り方等の諸課題について検討し   
た             「老l′ミ‾ 資優15－4 参照  

③教育研究評議会の議題整痙に当たるほか                      ③（16年匿に実施済みのため、17‘年又は年鼠計  平17年度は、全学同窓会の設置について学部間の調整  
学部等間の関係に係る重要事項について  を行うなど11回開催した。   
連絡調整するため、理事及び学部長等で  
構成する学部長等連絡会を置き、学長補  
佐体制の強化を図る。   

④各種委員会を整理・統合し運営体制の強  （彰（16年 に実施済みのため、17年又は年又計    大学教育センターを大学教育総合センターに拡充するこ  
化を図る。  画なし）  とにより学務関係5委員会を削減することとした。  

＿「資料編準封17－1、資料24、参軌  
⑤学内共同教育研究施設を整理・統合し運             ⑤‘（16年 に実 済みのため、17年 は年 計    大学教育セジダニ1ご大群汚門二‾学宣告清吉援軒円こ蔵職  

営体制の強化を図る。   画なし）  支援部門を加え大学教育総合センターに改組することを決      託、′’‾ 
定した     「資料つ4泰   

⑥学生に関連する委員会は、．必要に応じて  （む学生に関、する委員会は、必要に応じて学生  Ⅲ  平17年度に発足した学生議会と学務担当理事との懇談  1    学生の意見を聞く 
．機会を設ける。   の意見を聞く機会を設ける。  会を開催した。 生のを 

学意見くみ上げる機会として「ガンチョ 

－26－   



岩 手 大 学  
（月1回学務担当理事が学生と一緒に昼食を取りながら意  

見を聞く）を平成17年10月から実施した。  
「資料編督料30、参照l  

3）教職員による一体的な運営に関する具体  
的方策  
①各種委員会委員に必要に応じて事務職員             ①（．16年匿に実施済みのため、17年又は年度計  

を加え委員会の運営改善を図る。  圃なし）  

②理事及び副学長の指揮の下に教職員に 事務組織を再編して、研究交流部－（研究協力課、国際課、  
る一体的な運営を行うための事務組織を  年度計画なし）  情報メディア課）を設置した。   

築する∩ 「督料編 督料5－1、5－2、5－3、参照l   
4）全学的視点からの戦略的な学内資源配分  

に関する具体的方策  

究分野やプロジェクトを定め重点配分を  画なし）  ①戦略的な経営方針に基づく特定の教育研  （∋（16年 に実施済みのたゼ）、17年又は年 計    学長のリーダーシップの下に、戦略的に推進する特 の           研究分野として「21世紀COEプログラム」の研究分野を   
行う。  定め、学内予算での支援経費を増額した。また、戦略的特  

定プロジェクトとして「北東北国立3大学連携研究プ由ジ  
ェクト」、「放送大学活用研究プロジェクト」め新規事業を  
定め重点配分を行った。   

②教員個人の業績評価と‘それに見合った重         ＿「資料編＿資料4－2、4－3、26ユ参照」   216年又に実 済みのため、17年 は年叉計    ‾‾教賞辞砺指針及び実施要領に基づぎ∴平蔵1官軍度及び平  
点的資源配分を行う。   画なし）  成17年度の活動状況を平成18年度に評価し、その結果を  

反映した研究費の配分を実施することを決定した。  
「督料編督料32、37、参照l   

5）内部監査機能の充実に関する具体的方策 法律に基づく監事が行う監査とは別に内部             （16年度に実施済みのため、17年度は年度計画    岩手大学監査室設置要項」、「岩手大学監査室内部監査  
監査を実施するための覧査室を設ける。   なし）  書を作成し、内部監査を実施し  

7＿1．7●2．7＿1＿7＿4．7＿5、象昭l  

ウエイト小計   1  
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岩 手 大 学  

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標  
2 教育研究組織の見直しに関する目標  

本学の教育研究活動を大幅に強化するために、教育研究組織を全学的視点で見直し、再編する。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判断理由（計画の実施状況等）  ウエ  

状  イト  
況  

2教育研究組織の見直しに関する目標を達成  
するための措置  
1）教育研究組織の見直しの方向性  
（∋第Ⅰ期中期計画期間終了時を目途に、学             ①（19年又から実施する計画のため、17年又は  工学研究科に 金型・鋳造工学専攻」を平成18年質に設  

部間の重複を避けて、現在の教育研究組  年度計画なし）  置することを決定した。 
織を整理し、以下の教育研究理念の基に  連合農学研究科に「寒冷圏生命システム．学専攻」を平成18   
新たな学部・大学院体制に再編する。 年度に設置することを決定した。   

ア大学院修士課程を機軸とする教員運  人文社会科学研究科に社会人対象の一年制コースを設置   
用の組織  することを決定した。   

イ学部と大学院の教育機能分担  
学部：教養教育、基礎教育（共通基  教育学研究科において、教職大学院の設置を検討した。  

礎教育及び専門基礎教育）及  
び基礎的専門教育  「資料編資料27ト28、参照」  

大学院（修士）：専門教育及び研究  
基礎  

大学院（博士）：研究（応用性・地  
域性・国際性）  

ウ学蔀・大学院の教育目標  
学部：専門性とともに幅広く深い教  

養と総合的視野を持った人材  
の養成  

大学院（修士）：創造性豊かで高度  
な専門的知識や能  
力を持った人材の  
養成  

エ人文社会科学系・教育学系を含む博  
士養成機能の整備を検討  

②連合農学研究科及び連合獣医学研究科  ・口大学院点検評価委員耳の教育研究組織専門委貝耳に  
は、維持・発展・充実に努める。   画なし）  おいて、専攻及び連合講座について点検評価を実施し、そ  

の結果を踏まえて講座を再編することを決定した。  

ウエイト小計  
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岩 手 大 学  

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に閲すろ目標  
3 人事の適正化に関する目標  

中
期
目
標
 
 
 

性別、国籍及び障害等による差別を行わず、教職員が箪力を遺憾なく発揮し、業績が適切に反映される 人事制度を構築する。  

進  
中 期 計 画  、年 度 計 画  捗  判 断 理 由′（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  

3教職員の人事の適正化に関する目標を達成  
するための措置  
1）人事評価システムの整備・碍用に関する  
具体的方策  
（D全学統一的な人事評価システムを構築す  ㊦全学統一的な人事評価システムを構築する。  Ⅲ  教員（附属学校教員を除く。）については、岩手大学教員  1  

る。  評価指針及び評価実施要領を制定し、平成16年度及び平成  
17年度の活動状況を平成18年度に評価することを決定し  
た。上記の教員以外については、評価実施要領を作成し、  
平成18年度実施を決定した。  
‾ ‖「資料編資．秩32、33、参照」   

②各職務に必要とされ■る「業務内容と能力  2 18年 から 施する計画のため、17年 は    事務系帝京ゐ在荷基準友び紆与基準膏改河た。 
水準」の基準を策定する。また、多面的  
・総合的な業績評価のた‘め、絶対評価、  
相対評価、自己評価、プレゼンテーショ  
ン等の基準を策定する。  

③職責・業績を適切に反映したインセンチ   衛生管理者、作業重任者に選任された者に対して衛生管  
理者手当、作業主任者手当を新設した。   イブに富んだ給与処遇を実現するため、  

基本給、職責給、業績給及び諸手当から  

なる給与体系への移行を図る。   大型研究 ロジュクト等に年俸制の職員を採用した。  
制、歩合（出来高）制及び採用される者  
の能力に応じた給与制度を策定する。   

策  
①教員は、教育研究の双方に従事する者の             1（18年 から実施する計画のため、17年又は    地域連携推進センターにリエゾン担当教貝を採用した。  

ほか、主として研究に従事す・る者及びそ  年度計画なし）  
の他の特殊な業務に従事する者とする。  また、農学部においては、主として研究に従事すること、  

施した  
②選考に当たっては、業績審査のほか、面  事務系職員の採用に当たっては、統一試験合格者の中か  

按及びプレゼンテーションを実施するな  ・年度計画なし）  ら語学力に力点を置いて選考した。教員の採用に当たって   
ど、多面的な評価により行う∴  は、業績審査のほか面接及びプレゼンテーション等を実施  

・績数のみにとらわれない多様な選考を実  のみにとらわれない多様な選考を実施する。  
施する。 2）柔軟で多様な採用制度に関する具体的方                                      特殊な業務に従事することを選考方針として教員の採用を    2（18年又から実施する計画のため、17年 は                      した  ③教育研究実績を判断基準として、論文実  3教育研究実績を判断基準として、論文実績数  Ⅲ  各部局において、教員採用審査及び昇任人事審査に際し、  1         研究活動に対する評価のほか、教育活動∴組織運営、社会  ・    貢献、人格等に対する評価を行い、総合的な観点で選考を 実施⊥た。＿＿＿……＿＿＿＿■…－＿……＿＿＿＿…＿…＿＿…叫＿＿＿＿…＿－   

－29－   



岩 手 大 学  
④専門性を必要とする事務部門を強化する  ④（19年度から実施する計画のため、17年度は  

ため、法律、会計、外国語、■情報処理等  
の専門的知識を有する者の特別選抜制度  
による採用等を実施する∩   

3）任期制の導入など教員の流動性と選考過  
程の透明性の向上に関する具体的方策  
①任期制は、教育研究支援施設及び大型研  ①（16年度に実施済みのため、17年又は年又計  教員の任期制に関する規則に基づき大学教育センター及  

究プロジェクト等の教員から導入を図  画なし）  び地域連携推進センターで教員を採用した。また、平成18   
る。  年度から国際交流センター国際企画部門の教員採用に任期  

制を導入することとした   
②本学の教員と行政機関、企業及び学校等  ②（16年敷こ実施済みのため、17年又は年 計  前年度に引き続き、釜石、北上市、奥州市（旧水沢、  

の人材との幅広い人事交流の実施に努め  画なし）  旧江刺市）、滝沢村から共同研究員として職員を受け入れた。   
る。  新たに、平成18年度からは久慈市から共同研究員を受け入  

る－とふム」已さした・   

③教員の選考過程を公表し客観性・透明性  ③（16年琵に実施済みのため、17年又は年度計  平成16年度に引き続き、学 では、学部長等、絡会で、  
を高める。   画なし）  学外に対しては、各部局で公募の際に選考過程を明示し、  

客性、日性にめた   
④教員の公募さ耳国内外に鱒して実施する。  ④（16年匿に実施済みのため、17年 は年又計  平成16年度に引き続き、ホームページ等に掲載するとと  

画なし）  もに、科学技術振興機構の研究者人材データベースを活用  
した〔   

4）女性、外国人等の採用の促進に関する具  
体的方策 
①男女共同参画に配慮し、女性の採用・登  （D（20年又から実施する計画のため、17年 は  女性の採用・登用の拡大に努めた（平成16年叉16．8％か  

用の拡大を図り、教職員の20％の構成  年度計画なし）  ら平成17年度17．8％）。   
になるよう努める。  

’′ 

②国際化に酉己慮し、外国人教員の採用を促  「老 川こ  老上略、参照   ②（20年度から実施する計画のため、17年度は    外国人教員の採用を促遷するため、岩手大学における外  
進し、大学教員の3％の構成になるよう  年度計画なし）  国人教員の任用促進に関する特例措置」を定めたほか、外   
努める。  国人教師制度の廃止を決定し、外国人教員への職位換えを  

桧討したn  「督料編督料38、参照l   

5）事務職員等の人事交流及び研修に関する  
具体的方策  
（D文部科学省関係機関を主とした交流に留             （》（16年叉に実 済みのため、17年又は年又計    平成17年又は、文部科学省へ 2名、学術振興会へ1名、  東北産業局に1名 

まらず、民間企業、地方公共団体等との  画なし）  経済lなど、計22名（継続して出向中を含   
交流を実施する。  む を Rさせた   

②民間派遣研修を活用し、企業経営の効率  ②（16年匿に実施済みのため、17年 は年度計  知的財産に関する知識習得のため、日本知的財産 会等  
化の手法を身に付けさせるとともに、サ  画なし）  が主催する講習会に積極的に参加した。また、平成16年度   
ービス精神を洒養する。  ③海外派遣研修を実施し、国際対応能力を    に弓き続き、事マ職＿2名を市内ホテルに1ケ月派遣した．   3  派退研修を 施し、国際対応能力を に  Ⅲ  蕩職員1‾‾技引随員客‾i‾名‾を矛ごズ下ヲ汀テ砺亭デジ三  1    身に付けさせるとともに 

、語学力を向上  付けさせるとともに、語学力を向上させる。  大学に10週間派遣した。また、学術振興会ストックホルム   
させる。  研究連絡センターに1名の派遣を決定した。  

・「資料腐L腰膵34錯昭   
④階層別研修制度を整備し、他大学との連  ④16年 に実施済みのため、17年又は年又計  平成16年度に引き続き、新採用職員研修（9名●）、中堅  

携を含め実施する。   画なし）  係員研修（5名）、係長研修（5名）等を実施した。また、  
新たな試みとして、新採用職員について事務局各部におけ   
る1ケ月の 修∠周．を設けた。  

⑤簿記、語学等の資格試験の実務研修制度        516年匿に実 済みのため、17年 は年又計  
を整備し、業務に反映させる。   画なし）  受験させ、合格者のうちから発令を行い、業務に反映させ  

た。また、平成18年4月から安全衛生管理室を設置して管  
理体制を整備することを決定した。 

「沓来社緬督窓ト11＿フ＿象昭】  

ウエイト小計   3  
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標  
4 事務等の効率化・合理化に関する目標  

中
期
目
標
 
 
 

事務処理の簡素化・合理化を図るとともに、事務処理の電子化を推進し、事務組織の 機能・編成を見直すなど、管理事務の効率化に努める。  

進  
中 期 計 年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  
況   

4事務等の効率化・合理化に関する目標を達  
成するための措置  
1）複数大学による共同業務処理に関する具  
体的方策  
入試説明会の実施、事務職員採用面按等、   （16年度に実施済みのため、．17年度は年度計画    平成16年度に引き続き、北東北国立3大学合同での入試  

より効率的・効果的な運営が期待できるもの  なし）  説明会を札幌で開催した。また、東北地区国立大学法人事   
について、共同事務処理を進める。  務系職員採用畢通試験を実施した。   

2）業務のアウトソーシング等に関する具体  
的方策  バ  
（D管理事務で経費節約等が可能な業務は、             116年匿に実 済みのため、17年度は年度吉    平成17年又は、旅  給 、穴学部学生 習用スに  

アウトソーシングする。  画卑し）  ついて業務委託した。  
平成18年度は、秘書業務の一部、図書館実務の一部、国  

際交流会館業務の一部、学務系情報システムの管理メンテ  
ナンスを業務委託することを決定した。   ‾ 

②事務処理の電子化を推進し、事務処理方 法の見直し及び事務連絡方法のネットワ           「資礎託、、17－2参昭   ②（16年度に実施済みのため、17年度は年度計    裁量労働制適用教員の勤マ状況等報告システムの’入に  
ーク化の実施等により・、事務の簡素化・  画なし）  より、出勤簿への押印を廃止した。   
合理化に努める。  諸手当現況報告システムの導入により、確認作業の簡素  

什．訊凍什得びペーパレス化を回◆った【  

…ウェイ＿ト小計 ＿＿  

ウエイト総計  
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岩 手 大 学  

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標  
1 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標  

中
期
目
標
 
 
 

本学の教育研究及び社会貢献の事業を一層発展させるため、自己収入の一層の確保に努めるとともに、本学にふさわしい新たな収入方策について  
も積極的に取り組む。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  
況  

Ⅲ財務内容の改善に関する目標を達成するた  
めにとるべき措置  

1，外部研究資金その他の自己収入の増加に関  
する目標を達成するための措置  
1）科学研究費補助金ヾ受託研究、奨学寄附  
金等外部資金増加に関する具体的方策  
①競争力の源泉である知財を生み出す研究             ①（18年又から実施する計画のためヾ17年又は  平成18年度から、新たに副学長＿（外部詔金担当）を配置  

者の更なるモチベーションを高めるた  することを決定した。  
め、透明性のある評価と報酬・報奨制度  
を整備する。  

②大学の研究活動や推進体制を積極的に公   
開するとともに、競争的研究資金を獲得  画なし）  導入に関する事業説明会を開催した。また、地域連携フオ   
するための講習等を実施する。  ーラムを開催し、自治体関係者や地元企業を対象に産学官  

連携や共同研究の仕組みについて、説明を行い普及に努め   
た  

③明確な目標や製品化の目処があり外部資       3明確な目標やり品化の目処があり外部老金獲  Ⅲ  若手研究 等による学際的な共同研究を進めるため、融  1  

マネジメントに妄り支援する。   ントにより支援すろ。  
金獲得の可能性が高い研究は、全学的な  得の可能性が高い研究は、全学的なマネジメ  合研究。教育プロジェクト」を立ち上げ推進した。また、       国等の大型研究開発制度の獲得を図るため、地域連携推進  

センターが中心となってプロジェクト化のためのマネジメ  
ントを実施した∩   

2）収入を伴う事業の実施に関する具体的方  
策  
①授業料や入学料等の安定的な収納を図る             116年眞に実施済みのため、17年又は年叉計  

ため、確実な学生確保を．図るとともに、  
早期収納等の収納方策を検討し実施す  
る。  

②教育研究への関連度、地域社会の要請等   （16年匿に実施済みのため、17年又は年 計    ‾‾市長を詞＝象盲う＝る客種め蚕開講産1ご加えニー‾学王諌薙め嶺  
を考慮し、既存事業を見直し、新規事業  画なし）  業を社会人に開放する「岩手大学公開授業講座」を実施し   
の導入を図る。  た（46科目）。技術移転に伴づて得た実施料収入52，308千  

円を、発明取扱規則に従って発明者、研究室、学長裁量経  
蓉に西Fろ）1′た 

ウ主イト小計   
1  
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標  
2 経費の抑制に関する目標  

管理業務における一層の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行うことなどにより、固定的経費の節減と財務内容の管理・運営の適正化を図る。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  

2経費の抑制に関する目標を達成するための  
措置’  
1）管理的経費の抑制に関する具体的方策  
①省エネ・省資源意識を滴養し、毎年度1  ①（16年更に実施済みのため、i7年又は年又計  各部局において、弓き続きポスター等による省工不 力  

％の経費の節減を図る。   画なし）  要請を行った。また、複写機台数及び機種の見直しを図る  
とともにこ省エネ型家電製品への切り替え等並びに暖房運  
転の短縮による重油等の節減を図った。平成17年度も1％  
を超える経費節減を達成した。   

「選科編資料9－1J9－2、9，3参胤   
②電子化の促進及びシステムの統合等を進  ②（16年更に実施済みのため、17年又は年度計  地域連務揮達壱 

め管理的サービス甲コストを抑制する。  画な プなど、各部局において電子化を促進するとともに、学生  
センターでは、新たに発刊．した「がんちゃん通信」をホー  
ムページに羞臣・汁．堂卑・倶吉産着．ヰ、Wehトで闇瞥可台巨♪した 

ウエイト小計  
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標  
3 資産の運用管理の改善に関する目標  

研究資源の効率的利用及び施設設備の有効利用を一層推進するとともに、金融資産の運用と活用にも取り組む。  

進  
中 期 計 画   年■ 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イ 
況  

3資産の運用管理の改善に関する目標を達成  
するための措置  
1）資産の効率的・効果的運用を由るための  
具体的方策  
（∋地域や社会の施設、設備等利用の要請に             1（16年匡に実施済みのため、17年又は年又計  地域連携推進センターの試験研究機器を外部利用者に開  

∵層積極的に応えるため、資産活用マネ  放し、それに伴う新しい料金体系を設定した。  
ジメント体制を整備し、有効的な利用を  
回ろ＿   

…＿＿＿－－…‖‖‖……＿且壬イ上小社＿＿＿＿＿＿＿＿…＿＿…＿…＿…  

ウエイト総計   1  
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標  
1 評価の充実に関する目標  

教育研究活動等の評価結果（外部評価及び第三者評価）を広く社会に公表し、社会からの評価を教育研究活動の一層の改善に反映させる。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の冥施状況等）   ウ土  

状  イト  
況  

Ⅳ自己点検・評価及び当該状況に係る情報の  
提供に関する目標．を達成するための措置  

1評価の充実に関する目標を達成すろための  
措置  
1）自己点検・評価の改善に関する具体的方  
策  
①点検・評価用のデータベースを構築す             1（18年 から実施する計画のため、17年又は    大学情報データベースシスアムを平成17年度末に稼働し  

る。   年度計画なし）  た。平成18年度に大学評価・学位授与機構による大学機関  
別認証評価を実施することを決定し、自己評価書の作成を  
開始－したn   「督料緬 

2）評価結果を大学運営の改善に活用するた  
めの具体的方策 
①教員の教育研究、社会貢献及び管理運営  118年又から実施する計画のため、17年又は    教員評価指針及び評価実施要領を制正し、大学情報アー  

の評価項目を重視し、教員への支援策を  年度計画なし）  夕べースシステムに教員評価システムを組み込んで平成18   
構築する。  年度から実施することを決定した。  

「督掛福留料・1ト17＿忠昭1  

ウエイト小計  
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岩 手 大 学  

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標  
2 情報公開等の推進に関する目標  

中
期
目
標
 
 
 

大学の理念・目標、大学への入学や学習機会に関する情報、卒業生の進路状況に関する情報、教育研究活動の状況等を 社会に対して公表する。  

進  
中 期 計 画 年 度 計 画 判 断 華t由（計画の実施状況等） ウニ  

イト  
捗 状 況  

2・情報公開等の推進に関する目標を達成する  
ための措置 
1）大学情報の積極的な公開・提供及び広報  
に関する具体的方策  
①学長記者会見を定期的に開催する。  ①（16年琵に実施済みのため、17年護は年度計    学長定例記者会見を5月、7月、10月、1月に開催し、大  

画なし   溢一  の 極自、な提供を行った  
②大学入試情報、修学上の情報、就職情報                                 ②（16年護に実施済みのため、17年度は年度計  大学と民間放送局等との共同製作で県民向けに大学を様  

等及び教員の研究活動、教育活動、社会  画なし）  々な側面から多面的に紹介する番組「ガンダイニング」を   
貢献活動等の公開情報を多様な情報メデ  企画し、13回放送した。   
イアを活用し充実するb  ホームページは入試情報、研究活動情報のほか、新たに、  

科研費実績状況、大学祭、禁煙支援のページを掲載し、充  
実を図った。「資料編資料1l－1、1ト2、11－3、11－4、1ト5、11－6、  

③ホームページ 1ト7参照」  は、日本語の他、英語（国  ③ホームヘージは、日本語の他、英語 国際交  Ⅲ  平成16年度からホームへ－ジをリニューアルし、日本語  1  
国語）でも検索できるようにする。   も検索できるようにする。  際交流センターは、英語、．中国語及び韓  ー 流センタ」は、英語、中国語及び韓国語）で   のほか英語でも検索できるようにした。また、国際交流セ       ンターでは中国語、嶺国語など8カ国語による情報提供を  

行った、  「資料編資料35、参照」  

ウエイト小計  1  
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岩 手 大 学  

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項  

◎ 自己点検・評価：  
・大学情報データベースを平成17年度末に稼働させた。  
・教員評価指針を制定し、大学情報データベースに教員評価システムを組み込み平成   
18年度から教員評価を実施することを決定した。  

・平成18年度に大学評価，学位授与機構による大学機関別認証評価を実施することと  
し、それに向けた自己評価書の作成を開始した。●  

・地域連携推進センターにおいて、中期計画、年度計画に基づく事業の進捗を明らか  
にするため、外部有識者からなる「地域連携推進センター外部評価委員会」を設置し、  
事業計画、事業実績の評価を実施した。  

○・科学研究費補助金等の外部資金の獲得のための取り組みについて、前倒しの取り組み  
が必要である。  

（平成17年度の  
・平成18年    】／■シ～ ▲ヽJ l 

績）  

IJ ’J ヽ 1ツIlJ t、－l：q■j TJ一、 ＼／lHl■．貝上1LJ・・＝ニ＝こl′  qJl＝」石戸己■ フ ■tノ ヽ－・－し一 Llノ＼ノヽL＿ し／lし一 ／．．ち  0   

平成16年度に引き続き、科学研究費補助金に関する説明会を開催するとともに申請  
を促すため学部の申請数に応じて予算を増額した。   

教育学部と地域連携推進センターが連携して、共同研究導入に関する事業説明会を   

再
詰
 
 

開催した。また、地域連携フォー  

l
1
．
 

．
 ・

 

1
 

－
 

‖
l
 

治体関係者や地元企業を対象に産  
ノ 

小 
～   

及に努めた。  
、「融合研究・教育プロジェクト」  

◎ 情報提供： ・学長定例記者会見を5月、7月、10月、1月に開催し、大学情報の積極的な提供  
度の獲得を図るため、地域連携推  。、           l・・一 一・・・▲● 一′十▼′ Jトl一′、－－ 、■′l、－O V、l、－ヽ  lこ＝司 ’J ▼‘′ ／ 、十「ソl・′ 】l′り ノl・」ll■■仏▼′ ■⊥＞しl■J しIq y l、－・〉ノ ヽ  ′1」J’■クヽ■こ＝＝」／7JIJ－  

進センターが中心となってプロジェクト化のためのマネジメントを実施した。   

○ 自己点検・評価について、16年度には年度計画がないが、全学的な取り組みを継続的  
に行うような計画の設定を行う必要がある。   

（平成17年度の実績）   
・大学評価に資するため、大学情報データベースシステムを平成17年度末に稼働した。  
平成18年度に大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を実施することを決  
定し、自己評価書の作成を開始した。   

・教員評価指針及び評価実施要領を制定し、＼大学情報データベースシステムに教員評  
価システムを組み込んで平成18年度から実施することを決定した。   

○ 施設の有効利用に関する規則は制定されており、スペースの実際の再配分や施設設備  
のプリメンテナンスについても実施を進めていくことが望まれる。   

（平成17年度の実績）   

・平成16年度に作成した「既存施設の利用実態調査」調査票及び安全点検項目（土木  
工作物∴建築物、電気・機械設備）一覧表に基づき、附属小学校の調査・点検を行っ  
た。また、学部において建物の有効利用に関する調査を実施した。   

・有効利用に関する基本方針を策定するなど、部屋の再配分を含めた有効活用のため  
の具体案を作成した。   

・省電力設備機器設置5カ年計画に基づき、工学部の省電力設備機器を更に増設した。  
また、農学部において施設設備の劣化等の状況把握と安全性確保のため、巡回点検・  
部位別調査を開始した。  

◎ 計画の進捗状況をⅡとした事項  

．0 教員個人の業績評価とそれに見合った重点的資源配分を行う。  
、（平成17年度の実績）   

・・教員評価指針及び実施要領に基づき、平成16年度及び平成。17年度の活動状況を平  
成18年度に評価し、その結果を反映した研究費の配分を実施することを決定した。   

○ 防犯上の点から総合的な施設内入出管理セキュリティシステムと学内情報機器巡回管  
理システム等の導入を検討する。  1   

（平成17年魔の実績） 
・学内情報機器管理システムについて、検討ワーキンググループで本学に適したシス  
テムとして「PC利用ログ収集・解析ソフトウエア」を選定した。  

を行った。 ・大学と民間放送局等との共同製作で県民向けに大学を様々な側面から多面的に紹介  
する番組「ガンダイニング」を企画し、13回放送した。また、ホームページ上にも掲  
載しパソコンでもみられるようにした。  

・ホームページは入試情報、研究活動情報のほか、新たに、科研費実績状況、大学祭、  
禁煙支援のページを掲載し、充実を図った。  

・本学のウェブサイトの使いやすさについて、「全国大学サイト・ユーザビ リティ亡調  
査2005」（日経BPコンサルティンクや社）において、全国国公立大学100大学中で第40位、東  
北地区では第2位に評価された。  

◎ 平成16年度法人評価委員会の指摘事項   

○ 学務、地域連携の各室については運営回数、方法を改善していくことが期待される。  （平成17年度の実績）   
・学術担当理事室（29回開催）、学務担当理事室（8回開催）、地域連携担当理事室  
（5回開催）で、教育研究組織の再編、教育支援体制、大学教育総合センター構想、  
スポーツユニオンの構築、公開講座の在り方等の諸課題について検討した。   

○ 教員の業績評価とそれに基づく資源配分の重点化については、計画に基づいて今後  
検討を行う必要がある。   

（平成17年度の実績）  ・教員評価指針及び実施要領に基づき、平成16年度及び平成17年度の活動状況を  
平成18年度に評価し、その結果を反映した研究費の配分を実施することを決定した。   

○ 女性や外国人の登用促進について、中期目標・中期計画の計画的達成を図るため、   適切な年度計画の設定による計画的な取り組みの強化が必要である 
。   

（平成17年度の実績）   
・女性の採用・登用の拡大に努めた（平成1占年度16．8％から平成17年度17．8％）。   
・外国人教員の採用を促進するため、「岩手大学における外国人教員の任用促進に関  
する特例措置」を定めたほか、外国人教師制度の廃止を決定し、外国人教員への職  
位換えを検討した。平成18年度新たに2名採用することを決定した。  
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岩 手 大 学  

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標  
1 施設設備の整備・活用等に関する目標  

中
期
目
標
 
 

教育研究環境の改善を進めるため、全学的視点に立ったスペースの配分を行い、また、施設設備の安全性を  
考慮した有効活用を図る。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  

Ⅴその他業務運営に関する重要目標を達成す  
るためにとるべき措置  

1・・施設設備の整備等に関する目梗を達成する  
ための措置  
1）施設等の整備に関する具体的方策  
（∋老朽化した施設設備等は、安全対策をと  （》（16年 に実施済みのため、17年又は年 計  施設マネジメントにより平成17年度に実態調査を行い、  

るとともに、改善計画を策定する。   画なし）  その結果の整理、分析調査を実施し、施設整備計画（案）   
②社会のニノーズに応える教育研究を一層促  

進するため、必要とする施設の整備計画  β＿   ＿＿ 
を策定する。   画なし）  市産学官連携研究センター（仮称）」（2；083rd）の設置を決   

③学生のための快適な空間と美しいキヤン パス・作りに取り組むとともに、学生の利    定した   ③（16年 に実 済みのため、17年 は牛乳計    身障者対応整備計画に基つき、附属 護学校に 障者エ  
便を重視した施設設備の整備計画を策定  画なし）  レベータ・トイレ及び玄関にスロープを整備した。   
する。  駐輪場の拡張整備をするとともに放置自転車の整理を行  

い、美しい環境作りを進めたh   
2）施設等の有効活用及び準持管理に関する  
具体的方策  
①既存施設の点検・評価を行う体制を再構  （∋（16年 に実施済みのため、17年 は年兄計  平成16年度に作成した調査票及び安全点検項目一覧表に  

築し、スペースの再配分を行うごと等に  画なし）  基づき、附属小学校の調査・点検を行った。また、学部に   
より快適な教育研究環境を整え、施設を  おいて建物の有効利用に関する調査を実施した。 
有効活用する。  有効利用に関する基本方針を策定するなど、部屋の再配  

分を含めた有効活用のための具体案を作成した。   ′、 

②施設設備等めプリメンテナンス（予防的    J艶軋酪…資12－2 象   ②（16年 に実施済みのため、17年 は年又計    省電力設備機器設置5カ年計画に基づき、工学部の省電      な施設の点検 
・保守・修繕等）計画を早  画なし）  力設備機器を更に増設した。また、農学部において施設設   

期に策定する。  備の劣化等の状況把握と安全性確俸のため、巡回点検・部  
位別竜。査を開始した  

③環境マネジメント規格（ISO14001）の認        3 20年又から実施する計画のため、17年又は  平 20年又の認証取得を目旨して資料収 を行った。  
証取得を目指して検討する。   年度計画なし）  

ウエイト小計  
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岩 手 大 学  

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標  
2 安全管理に関する目標  

中
期
目
標
 
 
 

環境と安全に配慮した人にやさしい教育研究環境を目指して、社会も安心できる責任ある管理体 制を構築する。  

進  
中 期 計 画   年 度 計 画  捗  判 断 理 由（計画の実施状況等）   ウエ  

状  イト  

2安全管理に関する目標を達成するための措  
況  

置  

1）学生等の安全確保等に関する具体的方策            ①定期的に安全教育を行う。  ①（16年度に実施済みのため、17年又は年見計  作業褒境測疋時に局所排気装置を取り及う に対して安  
画なし）  全教育を実施した。また、安全衛生管理室の設置を決定し   

た。．．＿        「澄．料編 資料13－1・、13－2、参凰1  
②毒物、劇物等の取扱と管理体制を徹底す                ②（16年 に実施済みのため、17年又は年叉計  ‾‾毒物及び劇物頂ち嘗Cミ寺三エア研こ基づて点綴ゐ鼠行、  

る。   画なし）  イ適正な管理」の周知徹底のほか、使用実態に合わせて放  
射線障害予防規程の改正を行い、安全の徹底を図った。  

「資料編 ＿資料13－3ユ13－4、i3t5、参照」  ③防犯上の点から総合的な施設内入出管理  ③てf占一年琵1ご実施済み方ため二‾‾け年産ほ年密計    ー‾学内情有機暮管垂ジヌデムにぢいモ∴検討ウニヰジググ      セキ 
ュリティシズテムと学内情報機器巡  画なし）  ル→プで本学に適したシステムと－して「PC利用ログ収集・   

回管理システム等の導入を検討する。  解析ソフトウ土ア」を選定した。  

④社会の趨勢と車内関係者の健康と教育の       ④■（16年匿に実施済みのため、17年 は年又計    保健管理センターのホームページに粁たに 禁煙支援の  
観点から学内革煙化を促進する。   画なし）  ページ」を開設した。世界禁煙デーに合わせて各喫煙場所  

を回って禁煙のポスターを掲示するとともに学生・教職員  
に禁煙をI呼びかけた∩   

危機対 本部設置シミュレーションに基づき、冬山で山  
即応できる体制の整備を図る。   2）危機管理等に関する具体的方策            「危機管理対策本部」を設置し、有事に  （16年度に実施済みのため、17年度は年度計画             なし）  岳部員が遭難したとの設定で演習を実施した。また、危機  

への速やかな対応を図るため、役員の当番により休日の緊  
急事態発生時に対応する体制をとった。  

「督料緬督う臥14＿ト14＿フ＿14＿1＿14＿4＿14＿514＿占＿象昭l  

ーーーーー∴－…－－ 

ウエイト総計  
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岩 手 大 学  

Ⅴ その他業務運営に．関する特記事項  

◎ 施設マネジメント：  

・平成16年度に構築した施設マネジメントの下に、・施設の老朽改善・狭除解消等に関  
して施設整備計画（案）を策定した。  

・学長を始めとする教育研究評議会構成員による学内教育研究施設の視察を行い、施  
設・設備の実情把握に努めた。  

◎ 施設設備の有効活用：  
・平成16年度に作成した調査票及び安全点検項目一覧表に基づき附属小学校の調査・  
点検を実施した。  

・ 工学部においては、施設の利用状況の調査を行うとともに、土地を有効利用するた  
め、「研究のための工学部管理の土地・建物の一時的使用を許可する場合の申し合わせ」  
を検討し、制定した。  

・農学部においては、「農学部建物の有効利用に関する基本方針」を本年7月に策定し  
た。この基本方針に基づき、8月に農学部建物の各部屋の現況確認を行った上で、部  
屋の再配分を含めた有効利用のための具体案を9月に作成した。   

◎ 施設維持管理の計画的実施：  
・教育学部1号館のトイレの改修を実施した。  
・ 身障者対応整備計画に基づき、附属養護学校に身障者対応整備（エレベータ、トイ  
レ及び玄関スロープ）を実施した。  

・省電力設備機器設置5カ年計画に基づき、工学部の省電力設備機器を更に増設した。  
また、農学部において施設設備の劣化等の状況把握と安全性確保のため、巡回点検・  
部位別調査を開始した。 

◎ 危機管理等に ・危機対策本         ノ」ン■しl舛ノヽJ′′l、′T  関する取り組み：  
Hl■肌l．巳．ヽ′  、 ■‾嘉■ r    ｝■  J ｝■ t、■一と上さ 一′ ⊂＝ ヽ  ■くH ヽ・トLILJIPl■舛／■ ■人上≡．7く匹 しノIl■ 」 ＞ノl・1′へ．′、」  、  

で演習を実施した。また、危機への速やかな対応を図るため、役員の当番により休日  
の緊急事態発生時に対応する体制をとった。  

◎ 安全管理：  
・●衛生委員会を安全衛生委員会に再編し、安全・衛生を総括した調査・審議機関とす  
るとともに、安全衛生に係る業務を総括する安全衛生管理室を設置し、安全衛生管理  
体制を整備した。  

◎ 平成1・6年度法∧評価委員会の指摘事項   

○ 施設の有効利用に関する規則は制定されており、スペースの実際の再配分や施設設  
備のプリメンテナンスについても実施を進めていくことが望まれる。   
（平成17年度の実績）   

木工作物、建築物、電気・機械設備）一覧表に基づき、附属小学校の調査・点検を  
行った。また、学部において建物の有効利用に関する調査を実施した。   ・平成16年度に作成した「既存施設の利用実態調査」調査票及び安全点検項目（土          ・ 有効利用に関する基本方針を策定するなど、部屋の再配分を含めた有効活用のた  
めの具体案を作成した。   

・省電力設備機器設置5カ年計画に基づき、工学部の省電力設備機器を更に増設し  

た。また、農学部において施設設備の劣化等の状況把握と安全性確保のた‘め、巡回    点検・部位別調査を開始した。   
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。），収支計画及び資金計画  

※・財務諸表及び決算報告書を参照  

Ⅶ 短期借入金の限度額  

中  期  計  画   年   度  計  画   実  績  

1 短期借入金の限度額   1 短期借入金の限度額   

19億円   19億円   「該当なし」  

軍 想定される理由   写 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故   運営費交付金の受け入れ遅延及び事   
の発生等により緊急に必要となる対策費  ・故の発生等に■より緊急に必要となる対   
として借り入れることを想定   策費として借り入れることを想定 

Ⅷ・重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画  

中  期  計  画   年  度  計  画   実  績 

工学部の土地の一部（岩手県盛岡市上田  ，■工学部の土地の一部（岩手県盛岡市上  工学部の土地の一部（岩手県盛岡市上  
四丁目49－1，約730．00Ⅰポ）を譲  田四丁目49－1）を譲渡する。   田四丁目49－1、5 
渡するム  譲渡した。（残りの土地（195．34Ⅰぜ）  

については、平成18年度に実施予定。）   

Ⅸ剰余金の使途  

ヰ 期  計  画   年  度  計  画   実  績  

教育研究の質の向上，環境整備及び組織  教育研究の質の向上，環境整備及び組  「該当なし」  
運営の改善に充当   織運営の改善に充当   

（ 
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Ⅹ そ の 他   1 施設・設備に関する計画  

中  期  計 画 年  度  計  画  実  績  

施設・設備の内容  予定額（百万円）   財  源  施設・設備の内容  予定額（百万円）   財  源  施設・設備の内容  予定額（百万円）   財  源  

総額   施設整備費補助金  総額   国立大学財務・経  総額   国立大学財務・経  
営センター施設費  附属養護学校バ  営センター施設費  

交付金   リアフリー対策  交付金  
小規模改修  252   （252）  小規模改修  42  （42）  （トイレ改修、エ  46  （42）  

レベータ新設等）  施設整備費補助金  

アスベスト対策  
（4）  

Ⅹ そ の 他  2 人事に関する計画  

中 期  計  画   年  度  計  画   実  績   

（方針） （1）各職務に必要とされる「業務内容と能力水準」の基準  （1）教員の配置については、全学的視点で行う。  （1）『「Ⅰ教育に関する目標を達成するための措置」Pll   
や多面的・総合的な業績評価のための基準を策定し，イ  参照』   
（2）民間企業及び地域研究機関等との共同研究及び人的交         ンセンティブに富んだ給与体系及び多様な採用形態に対   （2）『「Ⅰ教育に関する目標を達成するための措置」P20   
応した給与制度を策定するなど，人事評価システムの整  流を推進する。   参照』   
備・活用を図る。   （3）全学統一的な人事評価システムを構築すろ。  （3）『「Ⅱ業務運営わ改善及び効率化に関する目標を達成す   

（2）国籍や経歴にとらわれない選考を実施するなど，柔軟  るための措置」P29参照』   
で多様な採用制度を策定する。  （4）教育研究実績を判断基準として、論文実績数のみにと            （4）『「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す   

（3）教育研究支援施設及び大型研究プロジェクト等の教員   らわれない多様な選考を実施する。   るための措置」P29参照』   
から任期制を導入するなど，教員の流動性と選考過程の  （5）本学の教員と行政機関、企業及び学校等の人材との幅  （5）『「一Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す   
透明性の向上を図る。   広い人事交流の実施に努める。   るための措置」P30参照』   

（4）女性，外国人等の採用の促進を図る。   （6）教員の選考過程を公表し客観性・透明性を高める。  （6）・『「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す   
（5）事務職員等については，文部科学省関係機関に留まら  るための措置」P30参照』   

（7）男女共同参画に配慮し、女性の採用・登用の拡大を図         ず，民間企業，地方公共団体との人事交流や民間派遣研   （■7）『「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す   
修，海外派遣研修等を実施する。   る。   るための措置」P30参照』－  

（8）国際化に配慮し、外国人教員等の採用を促進する。  （8）『「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す   
るための措置」P30参照』  

（9．）海外派遣研修を実施し、国際対応能力を身に付けさせ     （9）『「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す  
るとともに、語学力を向上させる。 るための措置」P30参照』   
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学部の学科、研究科の専攻等名  収容定員   収容数  定員充足率   

人文社会科学部   （a） （人）  （b）（人）  （b）／（a）×10d  
人間科学課程   160   184   115（％）  
国際文化課程   300 349   116  
法学・経済課程 28 0   3 20   11■4  
環境科学課程 ユ 20   136   113  
人文土会葬学科 旧課程  9  

3年次編入  20   3 7   18 5  
学  

学校教育教員養成課程  640   6 94   10 8  
生涯教育課程   200 2 51   12 6  
芸術文化課程   16 0   1’8 5   11，6  
」、学校教員養成課程，（旧課程）  3  

中学校教員養成課程（旧課程）  1  

特別教科教員養成課程（旧課程）  1  

工学 
部  

応用化学科  
300   3 34   111  

材料物性工学科   
電気電子工学科   

200   229   115  
240   2 90   121  

機械工学科   3 20   3 6 5   114  
建設環境工学科   26 0   28 8   11、1  
情報システム工学科   28 0   311   111  
福祉システム工学科   200   2 2 2   111  
応用分子化学科（旧課程）  3  

材料物性工学科（旧課程）  3  

電気電子工学科（旧課程）  4  

機械工学科   （旧課短）  5  

建設環境工学科（旧課程）  3 
情報工学科（旧課程）  6  

3年次編入  40   7 5   18 8  
農学部 

農業生命科学科  3 60   43 2   120  
農林環境科学科   
獣医学科   

3 7 0   43 3   117  
180   207   115  

応用生物学科（旧課程）  2  

4、6 30  5、3 8 2   116  
教育学部   

附属小学校   7 6 8   7 5 2   9 8  
附属中学校   480   4 76  9 9  
附属養護学校ノJ、学部   18 20   11・1  
附属養護学校 中学部 18   15   8 3  
附属養護学校 高等部   24   24   100  
附属幼稚園   16 0   14・8   9 3   

学部の学科、研究科の専攻等名  収容定員  収容数  定員充足率   

人文社会科学研究科（修士課程）   
人間科学専攻   4   24   600  
国際文化学専攻 4   12   300  
社会・環境システム専攻 4   4   100  

2  

3  

大  
学校教育専攻   12   15   12 5  

6   5   8 3  
6・6   6 9   10 5  

農学研究科（修士課程）  
農業生命科学専攻   74   9 3   12 6 
農林環境科学専攻   6 0   4 6   7 7  

学  農林生産学専攻  4  

応用生物学専攻  2  

農業生産環境工学専攻  2  

2 30   2 81   12 2  
工学研究科（博士前期課程）  

応用化学専攻   3 0   4 6   15 3  
材料物性工学専攻   2 8   3 0   10 7  

院  電気電子工学専攻   2 8   6 4   2 2 9  
機械工学専攻   3 2   6 8   213  
建設環境工学専攻   2 8   3 7   13 2  
情報システム工学専攻   3 2   7 2   22 5  
福祉システム工学専攻   24   3 5   14 9  
フロンティア材料機能工学専攻   3 6   48   13 3  

2 3 8   400   16 8  
工学研究科（博士後期課程）   

物質工学専攻   18   18   100  
生産開発工学専攻   15   1、9   12 7  
電子情報工学専攻   
フロンティア材料機能工学 

15   2 6   173  
16   11   6 9  

連合農学研究科（博士課程）  
生物生産科学専攻   18   3 9   217  
生物資源科学専攻   
生物環境科学専攻   

2 7   3 5   130  
18   6 4   3 5 6  

12 7   212   16 7   

○ 計画の実施状況等  

◎人文社会科学部  
国際文化課程：留年者が26名あったため。  
3年次編入学：複数の大学を受験している者が多く、辞退者を見込んで合格者  

を出したが、予想に反して辞退者が少なかったため。  
◎教育学部  

生涯教育課程：  

芸術文化課程：  

附属養護学校中   
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◎工学部 

施しており、受験生の成績が優秀だっ 
たため。  

◎農学部  
農業生命科学科：入学辞退者と入学後の進路変更を見込んで合格者を出したが予想 

に反して辞退者が少なかったため。  
農林環境科学科‥、入学辞退者を見込んで合格者を出したが予想に反して辞退者が少 

なかったため。  

◎人文社会科学研究科（修士課程）  
人間科学専攻‥社会的に人文系大学院の需要が多いため、定員以上に合格者を出し 

たため。  
国際文化学専攻：社会的に人文系大学院の需要が多いため、定員以上に合格者を出 

したため。  

◎教育学研究科（修士課程）  
学校教育専攻：社会的要請があり、また、選考は一定の基準を設けて実施している 

が、受験生の成績が優秀であったため。  
障害児教育専攻：合格後1名が辞退したため。  

◎工学如究科（博士後期課程）  
生産開発工学専攻：社会的要請（ニーズ）が多いため、研究指導教員が担当できる 

学生数の範囲で受け入れている。  
電子情報工学専攻：社会的要請（ニーズ）が多いため、研究指導教員が担当できる 

学生数の範囲で受け入れている。  
フ占ンティア材料機能工学専：まあるが、その掘 

◎農 
度な専門知鮎望む学部生が多く、入学試験を実 

以上の成績を修めた者は入学を許可したため。  
農林環境科学専攻：志願者が少ないのに加え、合格ライン成績を取得した学生が少 

なかったため。  

◎連合農学研究科（博士課程）  
生物生産科学専攻：社会的な要請があり、それに応える指導教員が充襲しているた 

め。また、留年生が3名あったため。  
生物資源科学専攻：社会的な要請があり、それに応える指導教員が充実しているた 

め。また、留年生が9名あったため。  
生物環境科学専攻：社会的な要請があり、それに応える指導教員が充実しているた 

め。また、留年生が4名あったため。  
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